
〈はじめに〉
　児童が発熱等の急な病気になった場合に備
え、親の就労状況を見直すことで、子どもの

看護のための休暇を取得しやすい職場の環境
の整備を一層進めることは重要である。しか
し、就労先の状況だけでなく、家庭環境の事
情から親が容易に休暇を取得できないことも
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（要旨）
　本稿では、病児・病後児保育の現状と課題を考察する。子どもが急な病気になった際の社会的な支
援システムとしては、院内保育所やファミリー・サポート・センター事業（以下ファミサポ事業という）
の病児・病後児の預かり保育、早朝・夜間等の緊急時の預かり保育などの援助（病児・緊急対応強化
事業）がある。政府によれば、子どもが病気の際に自宅での保育が困難な場合に対象となる事業類型
には、（１）病児対応型（２）病後児対応型（３）体調不良児対応型（４）非施設型（訪問型）の４
つのタイプがある。これらはこれまで保育対策事業の一環として政府と民間によって取り組まれてき
た。本稿では第１節・第２節で、まずそれらが展開されてきた過程と現状を整理し、そしてそれぞれ
のタイプが抱える問題点と解決の試みの状況を示す。
　４つのタイプの事業はそれぞれ問題を抱えているが、第３節では、その中でも特に緊急の対応が必
要と考えられる（３）の体調不良児対応型の事業に焦点を当てる。登園直前、または登園後に幼児期
の子どもが急な体調不良となった場合、親の就労環境や家庭環境の事情から親が休暇を取得できない
ことが現実には多い。このようなとき、自宅で親はもちろん親族が子どもに付き添えない場合に、親
が帰宅するまでの間、親に代わって子どもに対処できるシステムがこの（３）の体調不良児対応型の
事業である。
　そこではまず、現在その対応において中心的な役割を担っているファミサポ事業の活動を検討する。
同事業は就労中の親の下での体調不良児に対する最も身近な対応策として行われているが、実は、そ
の利用には、事前にセンターに登録を行っておかねばならず、さらには必ずかかりつけ医を事前に受
診しておくという条件があり、これらの要件は就労中の親にとって、同サービスを利用する上での困
難を生む場合がある。同節では最後にこの点に焦点を当て、この問題点の解決の一方向として、緊急
的に保健上の対応等を図ることのできる安心で安全なサポート体制の一つとしての、一時的な保育事
業としての地域協働による病児サポートシステムの可能性について考察する。
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多いことから、本稿では保育所における、そ
して地域協働の病児保育サービスの充実に
よってこの問題に対応することの可能性につ
いて検討する。そこでの考察は主に政府機関

（自治体を含む）と各種民間関連団体が公表
している資料に基づいて行う。
　全国病児保育協議会は、病児保育の理念と
して、少子高齢社会の現代日本において、子
育てで親が最も困難を感じるのは、子どもが
病気の時であり、子どもが病気をすると、親
は非常に不安におちいるため、社会で親を支
えていかねばならない、その際、親を手助け
しながら、保育の適否や保育形態の選択につ
いて、子どもの利益を最善にする方法を講じ
るシステムが必要である、だから、病児保育
とは、単に子どもが病気のときに、保護者に
代わって子どもの世話をすることだけを意味
しているわけではないこと、また、子ども
は、健康なときはもとより病気のときであっ
ても、あるいは病気のときにはより一層、身
体的にも精神的にも、子どもにとって最も重
要な発達のニーズを満たされるケアがされな
ければならない。そのため、病児保育事業は、
子どもの立場を代弁する専門家集団（保育士、
看護師、医師、栄養士等）が、子どもの健康
と幸福を守るためにあらゆる世話を行う、子
育てのセーフティネットとしての役割を担う
べきことを述べている１。
　実際に、女性の社会進出と夫婦共働き世帯
の増加にともなって、子どもが早朝から急に
体調不良になったときや保育所に登所した後
での発熱や体調不良によって早退をしなけれ
ばならないとき、親が付き添って日中に通院
し受診することが困難な場合が増えている。
　また、夜間に緊急で医療機関を受診せざる
を得ないが、緊急時に診療を行っている医療
機関が分からない、受診した子どもが担当医
師の専門外で十分に診てもらえない、自宅近

くに救急対応の医療機関がないなど、さまざ
まな問題が存在し、こうして子どもを抱えた
保護者の救急医療への不安が年々増加してい
る２。
　先行研究（小林他（2007），大木（2003），
杉本他（2006），伊藤（2000）等）によれば、
働く母親が再就職後に最も苦労したことは、
子どもの急病への対応であり３、就労中の母
親にとって、子どもが病気の時の社会支援シ
ステムの構築は緊急の課題４となっている。
しかし、未だその構築は不十分である５。子
どもが病気やけがで通常の保育サービスが利
用できなかった場合の対処方法は、就学前の
児童・小学校児童とも、母親が仕事を休むこ
とで対処している家庭が第１位であった６。
　しかしながら、母親は子どもの急な病気で
仕事を休む時に、職場の理解が得られないな
ど、多くの悩みを抱えながら働いている現実
があり、その対応に苦慮している人が多いこ
とが明らかになっている７。また、子どもが
急な病気の際、病気の子どもを職場に連れて
来て仕事をせざるを得なかった場合や、一人
で留守番させ不安な思いをさせた場合につ
いての報告８もあり、病気の子ども自身にか
なりの無理をさせている状況があることがう
かがえる。よって、特に、子どもが抵抗力の
低い就学前から小学校低学年の時期において
は、仕事と育児の両立は難しくなる場合があ
り、病児・病後児保育事業の整備状況が、女
性の就労と病気の子どもの安全・安心を左右
する要因となっていると考えられる。
　子どもが急な病気の際の社会支援システム
としては、2008年から病児・病後児保育事業
が全国で展開されている。そして、同事業と
関連する保育対策等促進事業９で対象となる
事業類型には、（１）病児対応型（２）病後
児対応型（３）体調不良児対応型（４）非施
設型（訪問型）がある。しかし、これらの利
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用については、事前にファミリー・サポート・
センターに登録を行っておかねばならず、就
労中の母親にとっては、これは困難な場合が
あり、この理由から急病時に利用できない場
合がある。
　そこで本稿では、上の四類型のうち（３）
の体調不良児対応型に焦点を当て、児童が保
育中に微熱を出すなど体調不良となった場
合、保育所において緊急的に子どもを預けら
れる対応を図る事業及び保育所に通所する他
の児童に対して感染防止の策を講じる保健的
な対応等を図る一時的な保育事業の現状と問
題点、その解決の可能性について考察する。
　現行の病児・病後児保育事業では、その実
施要綱によると、同事業はこのような場合、
病院・保育所等において病気の児童を一時的
に保育するほか、保育中に体調不良となった
児童への緊急対応を行い、保育士は病気の児
童の自宅に訪問する場合もある。しかし、上
のような事前登録の問題があるとともに、そ
もそもそのような対応ができない保育所も多
く残されている。
　よって本稿では、子どもの急病時における
就労している親への現行の支援のあり方を再
検討し、各区市町村で緊急ファミサポ事業が
展開されている地域と未だされていない地域
があり、また事業が展開されている場合でも
その利用が困難な場合がありうる状況を踏ま
え、就労中の親に代わって支援者が当該児童
を預かって医療機関を受診させ、場合によっ
てはその病児に対応できる保育施設に送り届
ける、また、場合によっては支援者の自宅で
その子どもを親に代わって保育できるサポー
トシステムを構築することにより、こうした
現状においても親が安心して就労することが
できるシステムを提起する。
　以下、第１節「病児・病後児保育施設10の
必要性と施設・保育内容の整備状況」では、

次の点を論じる。
　１	　病児・病後児保育事業の歴史的変遷よ

り、病児・病後児保育施設の必要性が明
らかである。

　２	　病児・病後児保育事業の施設整備の状
況と、中央政府の取り組み・地方自治体
の取り組みなどに加え、公立病院と民間
企業による状況の４つを示す。

　次に、第２節「病児・病後児保育施設の経
営上の課題」では次の点を論じる。
　１	　ある程度規模が大きい医療機関であ

り、施設が効率的な運営ができる場合
は、利用者数の安定的な確保できるが、
その場合でも、利用者数に波があり常に
利用者があるとは限らないという問題が
ある。たとえば、インンフルエンザの流
行によって利用者が多くなる時期もあれ
ば、ほとんど利用がない時期もあるとい
う問題がある。こうして利用率の低い病
児・病後児保育施設も少なくない現状が
ある。

　２	　感染予防の観点から職員の配置や設
備・経費の増額が見込まれ、これに対応
する各自治体の取り組みに地域差が生じ
ている。

　次に、第３節「病児・病後児保育事業とファ
ミリー・サポート・センター」では、次の点
を論じる。
　１	　ファミリー・サポート・センター事業

（以下ファミサポ事業という）はこれま
での多様な保育サービスで十分対応しき
れない、多様な保育ニーズに地域住民に
よる相互援助で対応することを目的とし
ている。

　２	　同事業の援助内容の限界は、この事業
を利用する前後には、親は必ずかかりつ
け医を受診するという条件がある点であ
る。就労している親が困るのはこの点に
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ある。配偶者や家族、親族による受診が
ファミリー・サポート・センター事業に
よる対応の前提となっている。

　３	　これに対しては他の保育サービスとの
関係も検討しながら事業の課題に取り組
んでいくことが求められる11。そのよう
な仕組みづくりは現状の病児・病後児保
育の問題点を補う一つの方法となりえよ
う。

第�１節　病児・病後児保育施設の必
要性と施設・保育内容の整備状況

 （１）病児・病後児保育施設の必要性－要望
の根強い病児・病後児保育の充実
　近年、女性の社会進出がめざましくなり、
共働きの家庭が増加しているため、出産後も
働く女性が増えている。その背景には、女性
の高学歴化による社会参加意欲の向上、不況
による就労希望などがある。女性の社会参加
意欲が高まり出産後も働く女性が増加し、核
家族化にも伴い保育需要は増大しているが、
多様化する保育ニーズが満たされなければ、
育児と就労の両立は難しい。病気になった児
童の世話をする病児・病後児保育を求める声
が、保護者などの間で根強い。しかし、保育
所では病児を受け入れられないことが多く、
どうしても親は仕事を休まざるを得ないこと
になる。
　伊藤（2000）によれば、子どもが保育園に
通っている場合、母親は子どもが急な病気で
仕事を休むときに職場の理解が得られないな
ど、多くの悩みを抱えながら働いており、そ
の対応に苦慮していることが多く、病児・病
後児保育支援体制は十分とは言えない12。就
労中の親が、子どもが病気の際、気がねなく
休める就労環境を整えることは、子どもの病
気回復においても最善である。

　現在は、院内保育施設を中心に病児・病後
児保育施設を、休日・夜間に就労する母親の
ニーズに対応できるように整備することも始
まっている。これが大きく広まり、急病時、
受診しやすいシステムを構築するとともに、
通常の保育施設にも看護職を相当数配置する
ようにし、軽度な症状であれば保育施設内の
病児保育で看護できるようにすることは望ま
しいことである。また、それに伴い、病気時
の家庭での対応方法についても気軽にお迎え
時等に保育施設常勤の看護師に相談・指導で
きるしくみをつくることも有効であろう。

 （２）病児・病後児保育事業の変遷
　ここで、病児・病後児保育事業の歴史的変
遷を、全国病児保育協議会の「病児保育事業
の現状と課題」からたどることにする。
　病気の回復期などに乳幼児を一時的に預か
るという取り組みは、我が国では昭和40年代
の前半に誕生し、地域の小児科医院や乳児院
を中心に整備されてきた。病児保育の端緒に
なったのは、1966年に東京都世田谷区にある
保育所の児童の父母が、在籍時を対象とした
病児保育室をつくったことだった。1969年に
は大阪府枚方市の市民病院分院内で、病児保
育室が地域センター方式で設置された。
　こうして、我が国では昭和40年代の前半に
誕生し、地域の小児科医院や乳児院を中心に
整備されてきた。少子化が進行するとともに、
子育てと就労の両立支援の一環として、エン
ゼルプランの中で国の事業として制度化され
たことになる。
　上述の民間の動きがきっかけとなって、病
児保育施設の開設が全国に広がり、厚生労働
省では1995年度から乳幼児健康支援デイサー
ビス事業が実施され、翌1996年に乳幼児健康
支援一時預かり事業として実施され、ついで、
新エンゼルプランの成立（2004年12月）によ
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り、2000年度より実施施設を保育所にも拡大
され、2004年度までに500市町村で実施する
とされたが、2004年度実績では全国496ヵ所
にとどまっていた。
　子ども・子育て応援プラン（2004年12月）
によれば、少子化社会対策大綱に基づく重点
施策の具体的実施計画として、上記事業の
実施施設を2009年度までに全国で1,500ヵ所
実施を目標とした。これが次世代育成支援対
策推進法に規定する市町村行動計画に定めら
れ、子育て支援特定事業の一つとして補助
されるソフト交付金が誕生した。こうして、
2005年度実績は598ヵ所となった。さらに、
2007年から病児・病後児保育事業となった。
　上述の世田谷区の病児保育室は当初、公的
補助を受けずに互助会方式で運営されていた
が、2008年度から世田谷区の公的補助を受け
て運営されている。病児保育室には保育中に
微熱を出すなど体調不良となった児童に、保
護者が迎えに来るまでの間、保育所で緊急的
な対応を行うために、看護師を１名配置する
に至った。
　翌年、病児･病後児保育事業の再編（2008
年4月）に伴い、厚生労働省の主管が母子保
健課から保育課に移り、施設形態でなく子ど
もの状態に応じた対応となり病児対応型・病
後児対応型・体調不良児対応型（自園型）に
分けられることとなった。
　これまでのソフト交付金から、児童育成事
業補助金となり、派遣型は中止となったが、
病児対応型848万円（定員４名以上）、病後児
対応型679万円（定員４名以上）、体調不良児
対応型441万円（定員定めず）、定員４名では
看護師１名、保育士２名として配置（但し、
勤務形態は明確には規定せず）された。
　さらに、実施要綱の改正（2009年4月）に
より、定員の概念をなくして、職員配置基準
を変更、利用実績に応じた補助金制度となっ

た。利用料は、事業費の２分の１相当の額が
適当であるとされ、低所得者（生活保護世帯、
市町村民税非課税世帯）に対しては、減免が
できるよう国庫補助することになったため、
１ヵ所あたり50人以上～200人単位で利用数
に応じた実績払いとなっている。
　また、全国病児保育協議会2009年度実態調
査中間報告では、対象数197ヵ所のうち、定
員は４名～５名の施設が125ヵ所となってい
る。医師との連携の有無、隔離室の有無につ
いては、調査施設のほとんどが医療機関併設
型である。調査した92％が医師との連携があ
り、85％が隔離室を有していた。また60％以
上で給食を提供していた。さらに、年間利用
実績（のべ人数）は中央値538人、開設日280
日であった。利用人数は最小値12人、最大値
2,989人と大きな幅がある。

 （３）施設整備の現状
　１） 厚生労働省の取り組み－保育対策促進

事業：病児・病後児保育の４つの類型
　はじめにでも少しふれたように、2008年以
来、保育対策等促進事業が進められている。
その対象となる事業類型は以下の四つであっ
た。（１）病児対応型　児童が病気の「回復
期に至らない場合」であり、かつ、当面の症
状の急変が認められない場合において、当該
児童を病院・診療所、保育所等に付設された
専用スペース又は本事業のための専用施設で
一時的に保育する事業。（２）病後児対応型
　児童が病気の「回復期」にあり、かつ、集
団保育が困難な期間において、当該児童を病
院・診療所、保育所等に付設された専用スペー
ス又は本事業のための専用施設で一時的に保
育する事業。（３）体調不良児対応型　児童
が保育中に微熱を出すなど体調不良となった
場合において、安心かつ安全な体制を確保す
ることで、保育所における緊急的な対応を図
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る事業及び保育所に通所する児童に対して保
健的な対応等を図る事業。（４）非施設型（訪
問型）がある。（表1－1）
　病児対応型は、病気が発症した直後で回復
期に至っていないが、入院治療に必要のない
児童を対象にしている。病院、診療所に保育
室が併設してある場合が多く、医師がすぐに
対応できるようになっている。病後児は、症
状がある程度安定し、回復期にある場合に、
看護師、保育士が保育する。医師は常駐して
いないが、かかりつけ医と連携を取り、看護
師が保育所で勤務し、病後児保育をしている
保育所もある。
　病児・病後児ともに、集団保育が困難で、
かつ保護者の勤務などの都合により家庭で保
育を行うことが困難なおおむね10歳未満の児

童を対象に実施される。実施主体は、市区町
村または市区町村が適切と認めた者となって
いる。
体調不良児対応型は、事業を実施する保育所
に通所しており、保育中に微熱を出すなど体
調不良となった児童を対象に、保護者が迎え
にくるまでの間対応する者。実施主体は、市
区町村または保育所を経営する者としてい
る。
　非施設型（訪問型）は、病児・病後児の自
宅で一時的に保育する事業としている。
　このように、それぞれのタイプを実施する
際の要件などを見ると、病児対応型と病後児
対応型についてはほぼ同じ内容となってい
る。（表1－2）

表1－1　病児・病後児保育事業の内容

病児対応型・病後児対応型 体調不良児対応型 非施設型（訪問型）

対象児童 ・当面の症状の急変は認められ
ないが病気の回復期に至って
いない（病後児の場合は病気
の回復期）

・集団保育が困難
・保護者の勤務等の都合により

家庭で保育を行うことが困難
・おおむね10歳未満の児童

事業実施保育所に通所してお
り、保育中に微熱を出すなど体
調不良となった児童で、保護者
が迎えに来るまでの間、緊急的
な対応を必要とする児童

病児・病後児

主な実施要
件

・看護師を利用児童おおむね10
人につき１人以上配置

・保育士を利用児童おおむね３
人につき１人以上配置

・病院、診療所、保育所などに
付設された専用スペースまた
は事業のための専用施設など

・看護師など常時２人以上配置
（預かる人数は看護師など１
人に対して２人程度）

・	保育所の医務室、余裕スペー
スなどで、衛生面に配慮され
ており、対象児童の安静が確
保されている場所である。

預かる病児の人数は、一
定の研修を終了した看護
師、保育士、家庭的保育
者のいずれか１人に対し
て１人程度とする。

補助金交付
（2012年度）

1,102ヵ所（病児対応型561ヵ所、
病後児対応型541ヵ所）延べ利
用児童数約49万人

507ヵ所 １ヵ所

補助率 国・都道府県・市区町村それぞれ１/３（または国１/３、指定都市・中核都市２/３）

出所：厚生労働省 ｢保育対策等促進事業の実施について｣ から筆者作成による
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jidou/09/kekka2-1.html
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　次に、補助基準額は表1－2のとおりである。
基本分と加算分を合わせると、10人以上50人
未満の場合290万円、50人以上200人未満の場
合490万円、加算が最高ランクの2,000人以上
の場合2,415万円となる。国、都道府県市区
町村が３分の１ずつ負担する（指定都市、中
核市の場合は３分の２を負担）。利用者負担
は市区町村で定めるが、１日2,000円程度が
多くなっている。
　2013年度の厚生労働省科学研究費補助金で
実施された「病児・病後児保育の実態把握と
質の向上に関する研究」13によると、調査対象
の717施設を病児対応型、病後児対応型に分

類すると、病児対応型362、病後児対応型355
とほぼ同数であった。
　これを、診療所併設型、病院併設型、保育
所併設型、単独型、その他に分けて調査した
ところ、最も多いのが保育所併設型の283で、
全体の約40％を占めている。ついで診療所併
設型が200で、全体の約28％を占めることに
なるが、病院併設型を合わせると半数が医療
機関併設となっている。また、病児対応型で
は診療所併設型、病院併設型の合計で84％を
占め、病後児対応型では保育所併設型が70％
を占めている。（表1－3）

表1－2　病児・病後児保育事業の補助基準額
○病児対応型
　・基本分基準額　　１ヵ所当たり年額　240万円
　・加算分基準額（年間延べ利用児童数により補助）
　　　　10人以上50人未満	 50万円
　　　　50人以上200人未満	 250万円	（以下、200人刻みで単価を設定）
　　　　2,000人以上	 2,175万円
○病後児対応型
　・基本分基準額　　１ヵ所当たり年額　200万円
　・加算分基準額（年間延べ利用児童数により補助）
　　　　10人以上50人未満	 40万円
　　　　50人以上200人未満	 220万円	（以下、200人刻みで単価を設定）
　　　　2,000人以上	 2,010万円
○体調不良児対応型　１ヵ所当たり年額　431万円
○非施設型（訪問型）１ヵ所当たり年額　671万1,000円

出所：厚生労働省 ｢保育対策等促進事業の実施について｣ から筆者作成による
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jidou/09/kekka2-1.html

	

表1－3　病児対応型、病後児対応型の施設類型
全　体　数 病児対応型 病後児対応型

箇所数 割合（％） 箇所数 割合（％） 箇所数 割合（％）
診療所併設型 ２００ ２７．９ １７２ ４７．５ 　	２８ ７．９
病院併設型 １６０ ２２．３ 	１３２ ３６．５ 　２８ ７．９
保育所併設型 ２８３ ３９．５ ３３ ９．１ ２５０ ７０．４
単独型 ３７ ５．２ １５ ４．１ ２２ ６．２
その他 ３７ ５．２ 		１０ ２．８ ２７ ７．６
合　計 ７１７ １００．０ ３６２ １００．０ ３５５ １００．０

注）割合はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものもある。
出所：内閣府 ｢子ども・子育て会議基準検討部会（第8回）｣ 配付資料から筆者作成による
http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/meeting/kodomo_kosodate/b_8/pdf/ref1.pdf
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　延べ利用児童数は、2012年度265,839人で、
年齢別では１歳児が86,789人と最も多くなっ
ている。（表1－4）
　こうした保育対策等促進事業の実施によ
り、その対象となる事業類型の４つで示され
た、集団保育が困難で、かつ保護者の勤務な
どの都合により家庭で保育を行うことが困難
な児童を対象に、それぞれの地域の各自治体
の計画より、利用者も増加していることは就
業中の親にとって安心できるものである。安
心・安全で親の要望により近づけるよう拡充
を進めていくことが必要である。
　さらに、全国病児保育協議会の稲見会長14

は、病児保育施設の重要性について、一般的
に保育園に預けている子どもが病気になった
場合、保育園に通えるように回復するまで、
昼間に、保育・看護のために病児を預かる施
設であることを、2013年の内閣府 ｢子ども・
子育て会議基準検討部会（第8回）｣ に委員提
出資料配付資料で、次のように訴えている。

　特に子どもが病気のとき、共働きやひとり親の

保護者には重い負担がかかる。子どもが病気の時

は保護者が看病するのが当たり前という意見もあ

るが、それは全く正当な主張である。

　しかし、現実的にそれができる保護者は、一部

であり、多くの子どもが好ましくない環境で看病

され、時には、無理に登園させて感染をさらに広

げているという現実がある。

　病児・病後児保育は、単に病気の子どもを預か

る託児所ではない。つまり、病児・病後児保育とは、

病気の子どもにすべてのニーズを満たしてあげる

ための保育士、看護師、栄養士、医師などの専門

家集団が保育・看護を行い、子どもの健康と幸福

を守るための事業である。

　表1－1で見たように、病児対応型の病児保
育施設は、入院治療に必要のない児童を対象
にしており、病院、診療所に保育室が併設さ
れている場合が多く、医師がすぐに対応でき
るようになっている。このような施設の増加
が望ましく、また親への周知が必要である。
　体調不良児型の病児保育を導入している病
児保育施設は、児童が微熱を出すなどして保
護者がすぐに迎えに来られない場合に、その
保育所の医務室などで看護師らが緊急的に対
応する体制を整えている。
　それは、登所前から体調不良だった児童も
利用できるが、医師の判断により当面症状の
急変が認められない場合に限られ、定員は２
人となっている。また、対象となる症状と対
象にならない症状の基準がきめ細かく定めら
れている（表1－5参照）。
　発熱では受入時38.5度以下であること、嘔

表1－4　病児・病後児保育事業の利用者数
全　体 病児対応型 病後児対応型

０歳 26,740人 19,311人 7,429人
１歳 86,789人 69,393人 17,396人
２歳 48,108人 38,757人 9,351人
３歳 33,616人 27,073人 6,543人
４歳 27,445人 22,339人 5,106人
５歳以上 43,141人 37,057人 6,084人
合　計 265,839人 213,930人 51,909人

　　　　　注）対象は717ヵ所
出所：内閣府 ｢子ども・子育て会議基準検討部会（第8回）｣ 配付資料から筆者作成による
http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/meeting/kodomo_kosodate/b_8/pdf/ref1.pdf
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吐や下痢の場合は脱水症状がなく、水分など
を接種できることなど、病後児保育の受け入
れ可否についてきめ細かい規定がある。

　２）地方自治体の取り組み－東京都の例
　Ａ）東京都による実施要綱策定
　地方自治体の取り組みとして、東京都を例
に示す。東京都は平成25年度に東京都病児・
病後児保育事業実施要綱15を策定して、事業
実施の体制を整えた。その要綱には、①病児・
病後児対応型事業、②体調不良児対応型事業、
③非施設型（訪問型）事業を示している。本
稿のテーマに関わる病児・病後児保育の現状
と課題を東京都病児・病後児保育事業に焦点
を当てて考察する。
　病児・病後児対応型事業の実施主体は、区
市町村または区市町村長が適切と認めた者。
要綱は、区市町村長に対し、①医療機関、保
育所等（認証保育所・認可外保育所を含む）、
その他の公共施設に付設された施設（併設型
施設）または本事業のための専用施設（単独
型施設）であって、病児・病後児保育を必要
とする児童に対し適切な処遇が確保されるも
のを指定して実施する、②事業開始に先立ち、
地域医師会に対し事業への協力要請などを行
うことなどを求めている。
　対象となる児童は、病中または病気の回復
期にあるため集団保育が困難だが、入院の必

要のない状態で、かつ保護者が勤務などの都
合により家庭で保育を行うことが困難なおお
むね10歳未満の児童となっており、上述の国
の基準と同じ、職員配置の基準や補助基準も
同じである。
　実施施設は保育室を有し、その面積は児童
１人あたり1.98㎡以上、１室8.0㎡を最低基準
としているが、日々利用する児童の年齢構成
が異なることから、すべての児童が年齢およ
び症状に応じて快適に過ごせる空間を確保で
きるよう留意することを求めている。さらに、
①児童の観察または静養のための部屋とし
て、観察室または安静室を有し、その面積は
１室3.3㎡を下回らない、②調乳および簡単
な調理を行うことが可能な調理室を有する、
③保育室の採光を確保する、などを示してい
る。このうち調理室については、独立した調
理室の設置が困難な場合は、調理スペースを
確保し、保育室との境界に柵を設けるなど安
全性に十分配慮する。また、本体施設が調理
室を有する場合は、兼用としても差し支えな
いとしている。
　医療機関併設型以外の施設で実施する場合
には、児童の病態の変化に的確に対応し、安
全に保育を行うため、日常の医療面での指導、
助言を行う医師（指導医）をあらかじめ選定
し、医療の連携態勢を十分に整えるよう規定
している。また、利用手続きとして次のよう

表1－5　病後児保育の受け入れの可否の基準の例
利用できる症状 利用できない症状

つぎの病気の回復期
○感冒・感冒様症候群○咽頭炎･へんとう腺炎○気
管支炎○ぜんそく･ぜんそく様気管支炎○消化不良
○感冒性嘔吐症○自家中毒○中耳炎･外耳炎○結膜
炎（はやり目を含む）○とびひ○突発性発疹○手足
口病○りんご病○おたふくかぜ○麻疹○水痘○百日
咳○風疹○インフルエンザ溶連菌感染症

○高熱状態、高熱状態が続いている。○ぜんそくが
ひどく息苦しそう○食欲がなく、ほとんど飲んだり
食べたりできない○嘔吐がひどい○水様便が日に数
回ある○下痢や嘔吐のために脱水症状の兆候が見ら
れる○せきがひどく呼吸困難がある○活気がない○
ぐったりしている○伝染性疾患の急性期で他の児童
にうつる可能性がある

出所：内閣府 ｢子ども・子育て会議基準検討部会（第8回）｣ 配付資料から筆者作成による
http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/meeting/kodomo_kosodate/b_8/pdf/ref1.pdf
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な手順を示している。
　○	利用にあたっては、原則として事前登録

制としている。登録では、利用児童の基
本情報、既往歴、予防接種の履歴、アレ
ルギーの有無など保育を行うにあたって
必要な情報を得る（登録手続きにあたり、
登録料を徴収可能）。

　○	実施施設が提供するサービスの内容、利
用方法の他、非常災害時や緊急時の対応
方法、加入保険の補償内容など、パンフ
レットやしおりなどを用いて保護者に説
明し、事業内容を十分理解した上で、利
用できるように努める。

　○	児童の受け入れにあたっては、実施施設
において、かかりつけ医の作成する診療
情報提供書により児童の病態を確認する
とともに、保護者が記入して連絡票によ
り児童の状況などを確認し、保護者と協
議の上、受け入れの可否を判断する。た
だし、医療機関の併設型施設においては、
本体施設の医師の診断をもって診療情報
提供所の確認に代えることができる。

　○	実施施設は児童の受け入れの際に予防接
種状況を確認するとともに、必要に応じ
接種するよう助言する。

　さらに、保育、看護ケアの実施について、
①発達段階や病状を考慮した上で児童ひとり
ひとりが一日を快適に過ごすことを目標に、
保育の計画を立てる、②投薬は保護者の依頼
に基づいて行い、複数の職員の立会いの下で
実施するなど、数量・回数の誤りや取り違え
などの事故防止に万全の措置を講じることな
どを求めている。
　こうして、医療機関をはじめとした、保育
所（認証保育所・認可外保育所を含む）、そ
の他の公共施設に付設された施設である医療
機関併設型施設と、専用施設を設置している
単独型施設の二つの形態において、病児・病

後児保育を必要とする児童に対し適切な対応
を確保し、実施するための病児・病後児対応
型事業の留意すべき内容を定めた。
　上述の東京都の政策は、医療機関併設型以
外の施設でも、児童の病態の変化に的確に対
応し、安全に保育を行うため、日常から医療
機関との連携態勢を十分に整えるよう規定し
ている。また、その手順を定めていることは、
病児・病後児対応型事業の留意すべき内容と
ともに他地域のモデルとなる。

　Ｂ） 地方自治体の取り組み－東京都内の市
区の対応から

　次に、上記の東京都の要綱のもとでの東京
都内の市区での具体的な事業実施状況を見よ
う。まず、東京都保健福祉局がまとめた病児・
病後児保育施設一覧表16によると、体調不良
対応型、非施設型を除いた病児・病後児対応
型について、23区26市のすべてで実施されて
いる。実施箇所数は118であり、実施方法は、
①病児保育と病後児保育の両方を実施してい
る、②病後児保育のみ、の２つに分類でき
る。各区市における実施状況は、それぞれの
区市の独自の政策も加わり、それぞれの特徴
を持っている。次に、四つの区市に関してそ
れぞれ地域住民の要望に応えた独自のサービ
スの具体的な実施状況を見よう。
　（新宿区）新宿区の状況は、病中または病
気の回復期にある児童が対象となる病児・病
後児保育室（２ヵ所）と、病気の回復期にあ
る児童が対象となる病後児保育室（３ヵ所）
がある。利用できる要件は、医師により、症
状が軽度で入院治療が必要ないと診断されて
いる児童のうち、①新宿区に居住している、
②離乳食が完了している、あるいは満１歳以
上である、③認可保育園、子ども園、認証保
育所、家庭的保育者、保育ルームなどに入所
している（ベビーホテルの利用者については、
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就業状況により、利用できる場合がある）、
④保護者の仕事などの事情により家庭で保育
ができないなどとなっている。
　病状によっては利用できない場合がある
が、利用できる対象となる病気として、感冒、
下痢などの児童が日常罹患する疾病、水痘、
風疹などの慢性疾患（麻疹の子どもは利用で
きない）ぜんそくなどの慢性疾患、骨折、熱
傷などの外傷性疾患を示している。
　利用にあたっては、医療機関への受診と医
師が記入する利用連絡票は必要となるため、
新宿区医師会会員の医療機関では、利用連絡
票にかかる文書料は無料である17。
　（板橋区）板橋区では2000年度から病児・
病後児保育事業を実施しており、なかでもお
迎えサービスという付加的サービスを実施し
ていることと、施設整備に補助を交付してい
るのが特徴である。
　お迎えサービス18は、保護者に代わって、
区が委託する病院の看護師がタクシーで保育
園に迎えに行くもので、区内にある認可保育
所、認証保育所、保育室、ベビールーム、幼
稚園、認定こども園に入所し、板橋区に住所
を有する児童で、通っている施設で体調が悪
くなったものの、保護者が迎えに行くことが
困難で、かつ入院の必要がない場合に実施さ
れる。これは板橋区医師会病院と帝京大学医
学部付属病院で実施されている。区は、迎え
に行くのは看護師だが、児童にとっては面識
のない大人に知らない場所に連れて行かれる
ことは、児童の心身への負担が大きいという
ことを十分理解した上で、サービスを利用し
てもらうよう強調している。
　病児・病後児保育料金（お迎えサービス
を除く）は、保育室利用日額1,500円である。
ただし、生活保護世帯及び前年度分住民税非
課税世帯については、利用料が免除される。
食事代、おやつ代は実費負担となり、免除措

置はない。開所日は月曜日から金曜日までで
ある。なお、新宿区でも同様にお迎えサービ
スが実施されている。
　同区では施設整備費への補助制度を区独自
に導入している。病児・病後児保育施設整備
補助金交付要綱によると関連施設を開設する
ために必要な改修などにかかる経費の一部を
区が補助する。病児・病後児保育事業を実施
する施設のうち、お迎えサービス事業を実施
する施設については原則として2,000万円を
上限に補助することになっている。
　（青梅市）同市では青梅市の病後児を対象
とした実施要綱19や、体調不良児対応型保育
事業を実施するための補助金交付要綱20を策
定している。体調不良児対応型保育事業の実
施主体は青梅市内の保育所で、市長が承認し
た保育所としている。
　対象となる児童は、事業を実施する保育所
に通所しており、保育中に微熱を出すなど体
調不良となった児童で、保護者が迎えに来る
までの間、保育所において緊急的な対応を必
要とする児童、また、事業実施保育所に通所
しており、保育所に来る前（登所前）から体
調不良の児童も対象となる。これは同市独自
の制度である。人員配置では、①事業を担当
する保健師、助産師、看護師または准看護師

（看護師等）を２人以上配置する、②預かる
体調不良の人数は、看護師等１人に対して２
人程度と規定している。
　施設設備の要件として、①医務室、余裕ス
ペースなどで対象児童の安静が確保できる場
所とする、②他児童及び職員への感染を防止
するため、保育室、遊戯室などとの間に仕切
りを設けるなど、職員らの往来を制限する措
置を講ずる、③専用の手洗いなどの設備を設
置することにより衛生面への十分な配慮をす
るなどを示している。
　また、登所前から体調不良の児童が利用す
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る場合は、医務室など独立した専用室で保育
する。投薬は文書による保護者の依頼に基づ
いて行う。また、複数の職員の立ち会いのも
とで実施するなど、数量、回数の誤りや取り
違えなどの事故防止に万全の措置を講ずるこ
となどを求めている。
　さらに、症状の急変などの際に当該児童を
受け入れてもらうための医療機関をあらかじ
め選定し、保育所の運営への理解を求めると
ともに協力関係を構築すること。児童の症状
の変化に的確に対応し、感染の防止や衛生管
理の徹底を図るとともに、嘱託医などとの連
携を密にし、保育中の医療面での指導、助言
を受けることとしている。
　留意事項として、①実施保育所は入所児童
の予防接種の接種状況を確認し、必要に応じ
て接種するよう助言する、②事業を担当する
看護師等は、地域の子育て家庭や妊産婦など
に対する相談支援を実施する保育所の職員
は、病児・病後児のケアに関する研修に参加
するほか、近隣の病児・病後児保育事業実施
施設との情報交換を行うなど保育および看護
ケア技術の研さんに努めるなど示している。
　補助金については、１ヵ所あたり年額431
万円を限度として交付し、この事業で保護者
から費用を徴収することはできないとしてい
る。
　保育所の職員は、病児・病後児のケアに関
する研修に参加するほか、近隣の病児・病後
児保育事業実施施設との情報交換を行うなど
保育および看護ケア技術の研さんに努めるな
ど示しているところに、職員の技術の向上を
目指していると言える。
　（足立区）足立区では病後児保育のほか、
ベビーシッター事業者が実施する在宅の病児
保育サービスを利用した家庭に対し、その料
金の一部を助成する事業をスタートさせた21。
対象となる利用者は、６ヵ月から12歳（小学

６年生）までの足立区内在住の児童であり、
①全国保育サービス協会加盟事業者、②こど
も未来財団によるベビーシッター育児支援事
業の対象事業者、③全国病児保育協議会加盟
施設事業者のいずれかの事業者が実施してい
ることが条件となる。
　助成金の対象経費は、サービスの利用に要
した費用（利用日から起算して１年以内のも
の）で、入会金、年会費、登録料、交通費そ
の他これらに準ずる費用は助成の対象外と
なっており、サービスを利用した前後７日以
内に、医療機関を受診していることが必要で
ある。サービス利用１時間あたりの助成限度
額は1,000円である。１日の利用助成限度は
10時間まで。助成の対象日数は、１回の病気
につき７日間以内。１世帯あたり１児童の年
間上限額は４万円となっている。
　病後児保育のほか、ベビーシッター事業者
が実施する在宅の病児保育サービスを利用し
た家庭に対し、一部ではあるが助成金を支給
していることで、サービスの幅が広いと思わ
れる。
　（中野区）東京都中野区は、厚生労働省の
事業であるファミリー・サポート・センター
事業の中で訪問型の病児保育事業を行って
いる数少ない例である22。この点は高く評価
されるが、医療機関併設の病児保育施設では
看護師が看護・保育し、急変時には医師によ
る診察も迅速に行えることと比べると、訪問
型は医療態勢がうすいという問題がある。他
の型でもいえることであるが、万一病児保育
で事故が起こった場合は病児保育一般の存在
意識までが問題視されるという懸念が残るの
で、この点は十分留意されるべきである。
　このように施設整備への補助金は、各自治
体独自の補助制度により実施されている。な
お、東京都ではないが、他の地域の例として、
彦根市は、病児・病後児保育施設整備費等補
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助金交付要綱を施行している23。これは病児・
病後児保育を実施するための施設等の整備を
行う医療法人などに対し、予算の範囲内で関
連施設の整備費などに補助金を交付するもの
である。補助金の対象となるのは、病児・病
後児保育を実施するために施設等を整備し、
運営しようとする医療法人または医師で、病
児・病後児保育の実施の継続性が認められる
者である。補助金対象経費は、開設のために
必要な建物の新築、改築または改修に必要な
工事費または工事請負費（付帯備品の購入費
を含む）となっている。開設のために必要な
備品の購入または設備の改修に係る費用も対
象となるが、土地の買収・整地に係る費用は
対象外となっている。
　同市では、訪問型は上のように医療態勢が
うすい点を懸念して、病児保育型による対応
の充実を計画していると推測される。
　以上、主に東京都の病児・病後児保育事業
実施要綱や補助要綱と、それを受けた区市の
側における、体調不良児への独自の対応を含
めた実施事例の内容を示した。そこには上記
区市においては次のような独自サービスが行
われていることが示されている。
　新宿区では、病児・病後児保育事業は、独
自の事業として、利用できる対象となる病気
として、感冒、下痢などの児童が日常罹患す
る疾病、水痘、風疹などの慢性疾患（麻疹の
子どもは利用できない）、ぜんそくなどの慢
性疾患、骨折、熱傷などの外傷性疾患を示し
ている。また、新宿区と板橋区では、お迎え
サービスという付加的サービスを実施してい
ることと、施設整備に補助を交付しているの
が特徴である。板橋区では、施設整備費への
補助制度を区独自に導入している。青梅市で
は、体調不良児対応型を実施しており、登所
前から体調不良の児童が利用する場合は、医
務室など独立した専用室で保育し、投薬は文

書による保護者の依頼に基づいて複数の職員
の立ち会いのもとで実施するなど、数量、回
数の誤りや取り違えなどの事故防止に万全の
措置を講ずることなどを求めている。また、
症状の急変などの際に当該児童を受け入れて
もらうための医療機関をあらかじめ選定し、
保育所の運営への理解を求めるとともに協力
関係を構築している。足立区では、病後児保
育のほか、ベビーシッター事業者が実施する
在宅の病児保育サービスを利用した６ヵ月か
ら12歳（小学６年生）までの足立区内在住の
児童の家庭に対し、その料金の一部を助成す
る事業をスタートさせている。このように施
設整備への補助金は、各自治体独自の補助制
度を伴って実施されている。通常の開設のた
めに必要な備品の購入または設備の改修に係
る費用も対象となるが、土地の買収・整地に
係る費用は対象外となっている24。
　東京都の中でも、それぞれの自治体による
独自のサービス内容や、助成制度のちがいも、
その地域のニーズを現していると言えよう。

　３）公立病院による取り組み
　次に、医療併設型の病児・病後児保育の一
つの傾向として注目される、公立病院に病児
保育室を併設している事例を見よう。医療併
設型の場合は、院内保育所を設置するには、
専任の看護師を配置する必要があり、通常の
院内保育所を設置している場合も、感染防止
のため別の部屋を用意しなければならないこ
となどから、設置に関する新たな経費がかか
ることにもなる。そのため、公立病院である
なら複数の診療科目を有する総合病院がこの
条件を満たしやすく、既存の設備で病児保育
室が併設可能な要素がそろっているという特
徴がある。以下、いくつかの例で具体的にそ
の事業内容を見よう。
　（富山県立乳児院）ここでは富山県と富山
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赤十字病院との間に1952年６月富山県立乳児
院事業委託契約を締結（定員20名）し、1998
年４月には富山市乳幼児健康支援デイサービ
ス事業受託するなど、富山市の委託を受け、
病児保育事業を実施している25。常時、看護師、
保育士、栄養士が配置されている。対象とな
るのは同市に住民票のある世帯で、病院など
への入院・治療の必要はないが、安静を保つ
ことが必要なため保育所などに通えない状態
の児童としている。
　対象となる疾患は、感冒・消化不良症（多
症候性下痢）など乳幼児が日常罹患する疾病、
水痘・風疹などの伝染性疾患、ぜんそくなど
の慢性疾患、火傷などの外傷性疾患となって
いる。しかし、はしか・インフルエンザ（季
節性・新型）、ノロウィルスによる感染性胃
腸炎（ロタウィルスは除く）、マイコプラズ
マによる感染など、感染性の強い病気の場合
は受け入れていない。
　利用料は１日１回につき2,000円（昼食・
おやつ代を含む）。保育サービスなどに使え
る利用券として交付される子育て応援券も利
用できる。定員は５人。利用時間は午前７時
30分～午後６時、利用申請書１枚につき７日
間有効で、７日を超える場合は新たに申請と
することになっている。
　（さぬき市民病院）香川県さぬき市民病院
では、同市の事業として2012年4月から病児
病後児保育室を開設している26。看護師と保
育士が病状の記録、検温、与薬、下着やおむ
つ交換、排せつなどの世話をし、小児科医に
よる回診を適宜行う。感染症の二次感染を防
ぐための４つの部屋が用意されており、病児
の症状などに変化があれば、すぐに対応する
体制が整えられている。
　通常、小児科外来で優先的に診察を行い、
病児保育室で預かることができるかどうかを
医師が判断する。基本的には、入院を必要と

しない程度の軽い急性期の病気や、回復期に
はあるが集団生活が可能な状態には至ってい
ない病児が対象で、風邪、感染症胃腸炎（嘔
吐下痢症）、インフルエンザ、おたふくかぜ、
風疹、水痘、とびひ、気管支ぜんそく、その
他医師が利用可能と判断した病気が対象とな
る。ただし、病状が重い場合は、預かること
ができないことがある。また、切り傷や骨折
などの外科的処置を受けている場合は、預か
ることができないとしている。生後６ヵ月か
ら小学３年生までの児童が対象であり、利用
時間は午前８時から午後６時（土日祝日、年
末年始は休み）、１日2,000円（ただし、５時
間以内の場合1,000円）。昼食・おやつ代１日
500円となっている。
　小児科外来で優先的に診察を行い、病児保
育室で預かる際、感染症の二次感染を防ぐた
めの４つの部屋が用意されており、病児の症
状などに変化があれば、すぐに対応できる体
制が整えられていることが特徴と言える。
　（三豊総合病院）隣接の観音寺市にある三
豊総合病院では、同市と隣接する三豊市によ
る一部事務組合が運営している公立病院だ
が、両市の委託を受けて2012年6月病院内に
病児保育室が設置された27。ここでは、２次
感染を防止するため３つの部屋を用意してお
り、発熱や風邪をはじめ、感染症（水痘、お
たふくかぜ、インフルエンザなど）でも利用
が可能である。また、保護者の方がお仕事の
都合、出産、冠婚葬祭、傷病などで病気の子
どもをみられない場合。普段子どもをみても
らっている方の急なご用事、ご病気などで病
気の子どもを預けられない場合。病気はだい
ぶん良くなったが、まだ保育所・幼稚園や学
校に行けず、保護者の方もこれ以上お仕事を
休めない場合などについても利用可能であ
る。対象年齢は生後６ヵ月から小学校３年生
まで。定員は３人程度である。
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　利用時間は平日午前８時30分～午後５時30
分（土日祝祭日、年末年始、病院休診日は
休み）、利用料金は観音寺市・三豊市民の場
合、４時間未満で1,000円、４時間以上で2,000
円となっている。両市以外の市民の場合、４
時間未満で1,500円、４時間以上で3,000円で
ある。保育料とは別に昼食・おやつ代500円。
診察料は別途徴収となっている。
　親の急な用事、病気などで病気の子どもを
預けられない場合や、病気はだいぶん良く
なったが、まだ保育所・幼稚園や学校に行け
ず、親もこれ以上お仕事を休めない場合など
についても利用可能であるところが特徴であ
る。
　（新潟市民病院）新潟市の新潟市民病院が、
2014年１月に開設した病児保育室は、個室７
室、うち２室はインフルエンザなど感染症に
対応した隔離室となっている28。利用時間は
月～土曜日の午前７時から午後８時で、他の
民間医療機関に併設された病児保育室よりも
長い。定員は10人と規模も大きくなっている。
同病院は病児保育室の開設にともない、看護
師と保育士（非常勤職員）を採用している。
利用にあたって、児童の健康に関する情報を
把握し、安全に保育するため、事前登録する
ことを求めている。
　また、予約の際、かかりつけ医師の医師連
絡票が必要となる。当日の症状の程度によっ
て、入院治療などが必要となる場合は受け入
れ対象とならないとしている。
　利用できる日数は連続して７日間．料金は
４時間以下の場合1,000円、４時間を超える
場合は2,000円で、早朝（午前７時～８時30分）
と延長保育（午後５時30分～８時）について
は30分ごとに200円の追加料金が必要となる。
　この新潟市民病院の利用時間が月～土曜日
の午前７時から午後８時で、他の民間医療機
関に併設された病児保育室よりも長いことが

特徴である。
　このほか、病院に勤務する医師、看護師な
どの職員の子育てと勤務の両立を支援するこ
とを目的とした院内保育の一環として、運営
管理業務を委託する業者を選定して、院内病
後児保育や院内病児保育を実施している例も
ある29（山口県の山口県立総合医療センター）。
　以上、公立病院の取り組みでは、病児・病
後児保育室が60年以上も機能している病院も
あれば、近年設置した病院もあるが、各自治
体への地域住民からの要望もあり、単独で、
または複数の自治体から行政区を越えて委託
されて、設立運営していることが分かる。

　４）民間企業による取り組み
　次に民間企業によるサービスの一端を紹介
する。東京都新宿区に、区の委託を受けた単
独型の病児保育施設が2011年に開設された。
運営主体はベビーシッターなどのサービスを
展開している株式会社で、スタッフには小児
科の経験のある看護師や保育士を配置してい
る。嘱託医、協力する医療機関と連携し、１
日４人までを原則として受け入れている。最
新の電子カルテを利用して、児童の医療保育
記録を関係するスタッフに共有化されるとと
もに、その内容は、保護者にもインターネッ
ト上で開示できるようにしている。
　利用可能な病気は、風邪、下痢などの児童
が日常罹患する疾病、水痘、風疹などの伝染
性疾患（麻疹は除く）、ぜんそくなどの慢性
疾患、骨折、熱傷などの外傷性疾患などと
なっている。利用日は、月～金曜日（土日祝
日、年末年始を除く）の午前８時～午後６時
で、延長時間は午前７時30分～８時、午後６
時～６時30分、基本利用料は１日3,500円（４
時間未満の利用は2,000円）延長利用料は30
分あたり600円である。
　児童の送り迎えは保護者が行うことを基本
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としているが、保育所などで急に体調不良と
なった児童を看護師または保育士が迎えに行
くサービスも行っている。
　利用する場合は、①保育所で発熱などが発
生すると、②保育所から保護者へ体調不良の
連絡を入れる③電話で保護者がこの病児保育
室に対し、お迎えサービスの利用を申し込む、
④看護師または保育士が保育所にお迎えに出
向く、⑤利用連絡票が作成してあり、医療機
関の受診に向かう、⑥病児保育室で保育、⑦
保護者が病児保育室へ児童を迎えに来るとい
う①～⑦の手順となっている。利用料は１回
2,500円（交通費を含む）である。
　ここでは、民間企業による保育サービスの
一つを見たが、児童の送り迎えは保護者が行
うことを基本としているが、保育所などで急
に体調不良となった児童を看護師または保育
士が迎えに行くサービスも行っていた。その
安全性、安定性、効率性等についての今後の
検証等が必要であろうが、そこには親が安心
して就労することができ、帰宅後の子育てに
集中しやすいシステムの一方向が示されてい
るように思える。

第�２節　病児・病後児保育施設の経
営上の課題

 （１）安定しない利用者数
　上述の「病児・病後児保育の実態把握と質
の向上に関する研究」（注12参照）によると、
病児保育の課題で最も多かったのは、利用児
童数の日々の変動が回答のあった717施設の
うち、ほぼ半数の360施設が答えている（複
数回答）。
　つづいて、当日の利用キャンセル288（全
体の約40％）、収支の問題248（同35％）、利
用が少ない202（同28％）、病児などを預かる
リスク145（同20％）、保育士の確保137（同

19％）、看護師の確保114（同16％）、ニーズ
が多く利用を断ることが多い87（同12％）、
指導医に対する補助が少ない57（同8％）と
なった。
　収支については、運営収支の中央値は73万
円の赤字、病児対応型47万円の赤字、病後児
対応型88万円の赤字となっている。これは、
いずれも補助金を前提とした収支である。一
例として東京都で小児科診療所に併設された
ある病児保育室の年間延べ利用児童数は、都
内で標準的な400人程度であり、診療所と兼
務する事務職員の人件費を計上しなくても、
年100万円程度の赤字になると言う。
　このように、病児保育の運営が苦しいのは、
費用面では看護師が利用児童おおむね10人に
つき１人以上、保育士は利用児童おおむね３
人につき１人という基準になっており、人件
費はほぼ固定費であることがあげられる。収
入面では、利用者数に波があり、常に利用者
があるとは限らない。たとえば、インフルエ
ンザの流行によって利用者が多くなる時期も
あれば、ほとんど利用がない時期もある。ま
た、利用料を増額しようとしても、補助金を
受け取っている場合は高く設定することは困
難である。このため、稼働率は低い数値とな
る。
　つまり、十分な受け入れ態勢を整えている
施設においても、年間延べ児童数÷（施設
定員×年間開所日数）で算出される定員か
らみた年稼働率は平均30.5％で、病児対応型
45.0％、病後児対応型16.0％となっているこ
とから、運営上の困難さを推察することがで
きる。
　また、キャンセルの問題もある。キャンセ
ルについては、前日中に病児保育の予約をし
ていても、父親や祖父母に面倒を頼むこと
ができた、あるいは児童が元気になったな
どの事情がある。上述の研究結果によると、
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キャンセル率は、年間延べキャンセル数÷
（年間延べ利用児童数＋年間延べキャンセル
数）で算出した結果平均24.9％で、病児対応
型25.2％、病後児対応型24.6％となっている。
こうしたキャンセル率が年間平均24.9％に昇
ることが、病児・病後児保育施設の普及が困
難な理由の一つと考えられる。この点に関連
して、2000年から病児保育事業実施要項で、
病児２人に対し保育士１人と決められ、この
手厚い保育が病児保育の安心・安全を保証し
てきた。それが、2010年から病児３人に対し
て保育士１人という基準に変更された。もと
もと病児保育を利用する病児の50％はリスク
が高く手のかかる０歳・１歳児であり、この
人員配置では安全・安心な病児保育を行うこ
とができず、多くの施設で病児２人に保育士
１人で業務を行っている現状がある。した
がってこのような方向での対処は避けるべき
であると考えられる30。

 （２）補助金制度の問題
　前出の稲見会長は内閣府の子ども・子育て
会議に提出した資料の中で、①職員配置に対
する追加補助、②病児保育室に対する家賃補
助、③病児保育室立ち上げのための初期費用
に対する補助、を要望している31。次にその
内容を見よう。
　①については、隔離室の使用時に追加の保
育士が必要になる。例えば６人の利用者がい
る場合、２人の保育士で保育することになっ
ているが、隔離室が１つ利用された場合、そ
の隔離室に保育士が必要になる。すると、残
りの５人の病児に対して保育士１人で保育し
なくてはならない。それでは安心・安全な保
育は無理であり、施設ではあと１人の保育士
を配置しなければならないので、そのための
予算を計上する必要があるとしている。また、
②については、都市部ではビルの中に診療所

が開設されている場合が多く、そこに病児保
育室を設置するためには、最低でも30～40㎡
の広さが必要となる。さらに、そのスペース
に合わせて賃貸料が発生するがその補助はな
く、実施機関の持ち出しとなっている。これ
も赤字の原因であるとともに、病児保育施設
普及の大きな困難さになっている。そこで、
賃貸料の補助が必要になってくる。③につい
ては、病児保育施設を新たに開設する場合、
隔離室の設置や空調その他の設備の導入を余
儀なくされ、500万～1,000万円以上の経費が
必要になるが、これに対する補助はない。そ
のため、賃貸料と同様に病児保育の普及を困
難にしている。これに対しても国としての補
助が必要である。
　さらに、病児保育に比べて病後児保育の利
用率が極端に低い原因の一つには、医師の不
足もある。そこで、周辺の小児科医の協力を
得ることにより、回診をはじめとして重要な
診療の支援をしてもらうことができれば、施
設の職員の負担を軽減し、利用者の増加が期
待できる。そのためには、病後児保育施設に
は、医師手当の補助金制度をつくる必要があ
ると考えられる。

 （３）厚生労働省の見解と対応
　これまで病児保育事業の、収支、補助金の
問題について見てきたが、これに対する厚生
労働省の見解を次に見よう。同省は2013年、
子ども・子育て会議に「病児保育事業につい
て」と題する資料を提出している32。この中
には、「上述の全国病児保育協議会などの関
係者からの意見や、「病児・病後児保育の実
態把握と質の向上に関する研究」が指摘した
事項、今後の検討事項や同省としての対応に
おける方針などが示されている。そこでは、
病児対応型・病後児対応型・体調不良児対応
型・訪問型に分けて以下のように説明」がな
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されている。
　◎病児対応型・病後児対応型
　同省は、「保育士などの配置については、
保育士配置を手厚くすべきという意見もある
が、職員の確保が困難な状況をどう考えるか、
また、急変時への対応などの研修を充実し、
質の向上を図ることについてどう考えるのか
が検討課題であるとする。職員配置、補助金
における課題については、基本的には当面は
現行の配置基準によることとし、職員の資質
の向上のための研修の機会を確保する方針」
を示している。「補助金については、利用者
が必ずしも一定数とは限らない過疎地でも安
定して運営できる支援が必要であるとし、実
施施設が、近隣の医師と密接に連携して利用
者の安心感を高めることにより利用の増加が
期待できるが、そのためには医師手当てが必
要となる」と述べている。
　さらに、稼働率、キャンセル率、運営収支
実態等を踏まえ、運営補助の方法をどのよう
に考えるのかが論点であるとして、それにつ
いてつぎのように基本方針を示している。
　「現行と同様、定額の基本分と利用児童数
に応じた加算分の組み合わせにより補助を行
うこととし、施設運営の安定化等の観点から、
特に基本分の機能の充実を図る方向で検討す
る。また、地域の保育所などへの情報提供や
巡回など、地域全体の保育の質の向上につな
がる機能や研修についても評価されることに
なる。さらに、病後児保育について、稼働率
の向上のため、協力医療機関との連携を評価
し、事業の開始にあたって隔離室などの改修
を行う場合に支援を行うこととする」という
内容を示している。
　以上の職員配置、補助金以外のテーマに関
して、同省の方針を受けて、全国病児保育協
議会などの関係者をはじめ現場の方々から次
のような意見が出されている。前述の全国病

児保育協議会の稲見会長の配付資料を取り上
げる。
　○	利用者が選択できるよう、自治体が事業

者を複数選定するようにすべし。
　○	新規事業者など担い手の確保策の検討す

べし。
　○	市町村間の乗り入れを容易にするような

手立てを検討すべし。
　○	自治体の中で病児保育、病後児保育で相

互の利用調整を行うべし。
　○	近隣保育所への情報提供など、病児の子

育て支援ステーションとしての活動につ
いて支援すべし。

　○	利用にあたっては事前にかかりつけ医の
受診が必要となることから、かかりつけ
医の深夜・早朝の診療体制の整備をすべ
し。

　○	自治体ごとに病院併設型を中核として、
訪問型が全域的に活動するようなネット
ワークを構築すべし。

　○	リスクマネジメントの仕組みをつくるべ
し。

　○	病児、病後児の概念が曖昧なため、事業
類型についても今後、整理していくべし。

　こうした意見に対して、厚生労働省は①利
用のない日には、地域の保育所などへ、感染
症流行状況や、感染別の予防策について情報
提供したり、他の施設への巡回を行ったりす
ることなどの機能を付加することについて、
②医療機関併設ではない施設での児童の病状
急変時における医師への受診方法について、
検討の必要があるとしている。
　◎体調不良児対応型
　さらに、「体調不良児への対応に関しては、
保育中に微熱など体調不良となった児童で、
保護者が迎えに来るまでの間、ケアする体調
不良児対応型に関する意見の多くは、体調不
良児型という、保育所に看護師を付けただけ
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の類型があるが、感染症などに対しては機能
せず、実質的には病児保育になっていない、
他の児童と隔離するなどの対応がしっかりで
きれば、病児保育事業の一類型でなくてもよ
いのではないか、医務室が設けられている場
合には、小規模保育でも実施可能にしてはど
うか、」などであった。その上で厚生労働省
に対して、実施施設について、医務室が設け
られている場合は認定こども園、事業所内保
育、小規模保育での実施も可能ではないか、
という検討課題が示されている。
　◎訪問型
　また、病気になった児童の自宅で、親に代
わって世話をする訪問型については、現場か
ら、担い手に高い専門性が必要であり、資格
要件を考慮すべきである。主として病児では
なく、病後児を担うべきである。他の類型に
比べ機動的にもかかわらず実績がないことに
ついて原因を明らかにすべきである。都市部
では多数の事業者が存在しており、利用券方
式を可能とするべきである、などの意見が現
場から出ている。
　これらについて厚生労働省は、「病児・病
後児保育の事業実績が伸びていないが、担い
手には高い専門性が必要であることから、現
行の基準を基本としつつ、研修内容・体制の
あり方などについて今後具体的に検討する」
としている。
　以上、厚生労働省は、病児・病後児保育事
業を実施しているが、実際には医療機関との
連携、採算性の問題をはじめとして、３つの
型それぞれの病児保育については解決すべき
課題が存在しており、現時点ではまだその解
決策が十分に示されているとは言えない状況
にあると言えよう。

 （４）採算性の確保について
　同事業において、実際の保育施設の採算性

の問題は非常に重要であるが、前述のよう
に、病児保育で採算性を確保することは、現
状の制度、利用方法のもとでは容易ではない
ことが明らかである。医療機関や保育所に併
設される施設で児童を預かる施設型と病気に
なった児童の自宅で親に代わって世話をする
訪問型を比較すると、施設型の最大のメリッ
トとしては、小児科医がそばに控えているの
で、安心・安全性に優れている点が挙げられ
る。しかし、必要な看護師・保育士のスタッ
フを常駐させることが原則であるため、その
スタッフの確保の問題や人件費が固定費とし
て存在するという問題がある。また、施設の
広さの制限もあるため、受け入れ可能な定員
数には限りがある。さらに、施設整備費もか
かってくる。
　これに対し、訪問型のメリットは、自宅で
の保育であれば、いつもと変わらない同じ環
境で過ごすことができ、環境の変化でストレ
スを感じることはないという点にある。保護
者にとっても保育施設への送り迎えをする必
要がなく、他人が自宅に入ってくることがも
たらす心理的な不安は拭えないが、医療機関
と連携しておけば、病状が悪化したときでも
対応できることから、それを上回るメリット
を感じる保護者が現れても不思議ではない。
　経営する側から見ると、児童の世話をする
場所が児童の自宅なので、預かる場所を確保
する必要はなく、初期投資を抑えることが可
能となる。また、保育スタッフの人件費も、
病児保育が発生したときに仕事を依頼して保
育サービス提供時間帯に応じた給与を支払う
ことで、変動費部分を多くすることができる。
　病児保育は、保育と同時に医療の性格を
持っているので、医療保険制度のような対応
の仕方を取り入れてはどうかという考え方も
存在する。病児保育サービスを利用しない月
も、保険料に相当する会費や利用料を支払っ
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てもらうことで、児童が病気になったときの
利用料は無料にするというものである。事業
者側も、季節で変動することなく一定の収入
を保てることで、安定して事業経営の歩みが
できることになる。
　このように共済（保険）の考え方を取り入
れて実施する方式、いわゆる共済（保険）型
は、病児保育は利用者数の変動が大きく、予
想が困難で利用率が高くはないという経営に
関する不安を軽減するメリットがある。次に
この方式による事例を具体的に見よう。
　訪問・共済型の病児保育を国内で初めて導
入したとされるのは、認定NPO法人（認定
特定非営利活動法人）のフローレンス33で、
その活動は広く紹介されている。フローレン
スは2005年に東京都江東区などでサービスを
開始し、現在は首都圏で訪問型の病児保育や
保育事業を展開し、会員は3,000世帯に及ん
でいる。
　フローレンスの訪問型の病児保育は、保育
士資格を有する、あるいは子育ての経験のあ
る保育スタッフが児童の自宅に出向き、マン
ツーマンによる保育を実施する。営業時間は
原則として午前８時から午後５時30分まで
で、延長は午後８時までである。対象となる
のは満６ヵ月から小学校６年生までの児童
で、風邪などの病気となった、あるいは病気
回復期にある場合である。ただし、①入院治
療の必要がある場合、②重度の疾患の場合、
③医師がフローレンスの預かり保育を禁じた
場合は除くとしている。
　また、児童が保育所で熱を出した場合など
でも、保育スタッフが迎えに行き、かかりつ
け医に診てもらい、その後保護者の帰宅まで
自宅で預かるサービスも実施している。こう
して児童の症状に合わせたきめ細かいケアが
可能としている。マンツーマンでのサービス
のため、水痘やインフルエンザなど感染症で

も預かるが、麻疹に関しては症状が重篤化す
ることがあるため、預かっていない。
　さらに、東京都内、川崎市、埼玉県川口市
の地域で、子育て中の女性医師にママドク
ターとして、往診を実施してもらうサービス
も展開している。ママドクターの往診によ
り、医療行為とされる鼻水吸いや吸入の実施
が可能となり、会員と同じく、仕事との両立
を目指す子育て中の女性医師なので、同じ目
線で診療にあたってもらえると言う良い面も
ある。
　利用規約によると、保育スタッフは医療ま
たはそれに準ずる行為は行わないのは当然で
あるとともに、①保育スタッフが利用会員に
代わって投薬を代行する場合は、医師から直
接指導を受けた保護者の指示によるものと
し、その結果についてフローレンスと保育ス
タッフは一切の責任を負わない、②病児保育
中に対象児の病状が悪化した場合、保護者に
相談なく医療機関を受診する場合があり、そ
の場合の報告は事後となるとしている。
　料金体系は、入会時には入会金として
20,000円（以下の金額の表示は税抜き表示）
が必要である。２年目以降も継続の場合は、
１万円の更新料が発生する。兄弟34で入会の
場合は２人目から15％の割引となる。入会時
の月会費は、入会日時点の児童の年齢を基
準に定められる。０歳児の場合は8,000円で、
年齢とともに減額され、５歳以上は7,600円
となる。月会費には月１回の病児保育利用料

（午前８時～午後５時30分）が含まれるため、
初回は無料となる。延長料金は、無料枠には
含まれない。月２回目からの保育料は１時間
2,000円となる。保育スタッフの交通費は実
費負担となっている。また、月会費は年齢と
病児保育の利用回数によって年４回見直しを
行い、直近３ヵ月で利用している人は高めと
なり、利用していない人は安い会費となる。
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利用実態に応じて月額5,000円～20,000円で、
これまでの実績では5,000円～8,000円の会員
が多くなっている。
　さらに、同法人は保育所向けの契約として、
2013年から保育所で熱を出すなどした児童を
病児保育専門のスタッフが迎えに行き、小児
科を受診後、児童の自宅で保育を行うという
新サービスを開始させた。そのメリットとし
て、①保育所は、児童の発熱・発病時に保護
者が迎えに来るまでの間、症状の悪化や他の
園児への感染を招くリスクを回避できる、②
保護者にとっては急な発熱・発病時にスムー
ズな治療を受けさせることで、児童の病状の
悪化を防ぎ、早期回復が期待できることがあ
る。
　料金は、保育所が児童一人あたり月額1,000
円の固定費を負担するが、自前での施設型の
病院保育施設運営と比べ、圧倒的に安価で病
児保育を提供できると、同法人は強調してい
る。利用者は１時間あたり1,600円の保育料
を支払うことになっている。
　上述のフローレンスと同じような、訪問型
で共済型のサービスを行っているNPO法人

（特定非営利活動法人）のゆりかごネットワー
ク（大阪府堺市）の場合はつぎのようであ
る35。堺市初の非施設型、共済保険型の仕組
みでサービスの提供をしていることから、入
会には必ず説明会への参加が求められる。
　入会金は10,000円、兄弟の場合２人目から
15％の割引となる。入会金の使途について、
①新保育スタッフ獲得費用、②利用説明会（新
規会員向け）の実施費用、③体質や既往歴、
アレルギー、嗜好性などの児童データの登録・
管理などを示している。
　年会費（２年目以降）は5,000円。兄弟の
場合２人目から15％割引となる。年会費の使
途として、①保育スタッフの研修費用、②個
人データの更新（年１回４月に実施）を掲げ

ている。このうち保育スタッフの研修内容は、
次のようなものである。
　○	保育スタッフへの専門講師による症例別

対応方法などの研修
　○	ゆりかごネットワークの活動理念・活動

内容の十分な理解のための研修
　○利用会員への病児保育報告書作成
　○	病児保育実習（ベテラン保育スタッフと

の同行）
　○	リスクマネジメント研修（安全安心な保

育のための予防策や保育者自身の罹患防
止策など）

　○	技術向上研修
　○	現場でのヒヤリハット事例など踏まえた

研修

　新規入会時の月会費は7,500円。１回分の
病児保育利用料が含まれており、毎月最初の
病児保育利用は無料となる。交通費および延
長時の保育料は月会費に含まれない。入会後
は３ヵ月ごとに見直し、利用実態に応じた月
会費が適用される。病児保育利用料はその月
に利用しなければ下がり、利用すれば上がる
という方式を採用している。利用実態に応じ
て3,500円～10,000円となり、月会費料金計算
表は利用会員に開示してある。たとえば、月
会費7,500円からスタートし、直近３ヵ月間
で利用実態がない場合には5,000円で、また、
さらに３ヵ月利用実態がない場合には3,500
円となる。これに対し、３ヵ月間の利用が平
均１月２回以上の場合には10,000円となる。
　以上の２つのＮＰＯ法人による病児・病後
児保育の事業運営について示した。病児・病
後児保育施設には、従来から、単独運営され
ている病児・病後児保育施設や、事業所内保
育施設の一つの院内保育施設として病児・病
後児保育に対応している場合と、地域の小児
科のような医療機関に併設して設置している

－115－

病児・病後児保育の現状と課題に関する一考察



場合の３つの形態での設置がなされている。
　こうした新たな病児保育サービスが、保護
者にとっては子どもの急な発熱・発病時にも
医療機関と連携して、児童の病状の悪化を防
ぎ、早期回復が期待できることから、病児・
病後児保育の事業の一形態として、切れ目の
ない保育を受けさせることが可能にしてい
る。このことが利用者から支持されている要
因であると言える。
　これらに加えて、上述の２つの法人による
訪問・共済型の病児保育は、補助金に頼るこ
となく独自の運営ができる可能性がある。し
かし、共済型の場合、会費の負担から利用者
は高所得の世帯が中心となるであろう。なお、
これら法人は月会費の安さや利用時の料金の
安さなどを積極的にＰＲしていることから、
サービス提供とその内容をめぐって競争を通
じて、料金と保育内容がどのように変わって
いくかが注目される。

第�３節　病児・病後児保育事業と
ファミリー・サポート・センター

　ファミサポ事業はこれまでの保育施設や放
課後児童クラブ等で対応しきれない保育ニー
ズに対応し、子育て支援の狭間を支える仕組
みとしての役割を持つものとして、また、多
様な保育ニーズに地域住民による相互援助で
対応することを目的に設立された。近年では
継続的な援助内容も多く、病児・病後児の預
かり等、専門性を要する援助も強化され、病
児・病後児保育事業と関連する事業を行って
いるところがある。
　先に第１節で保育対策促進事業として地方
自治体、公立病院、民間企業が取り組んでい
る内容について述べたが、ファミサポ事業は、
これらと比べ多様な保育ニーズに地域住民に
よる相互援助で対応することを目的に設立さ

れたという特徴を持つ。それは病児・病後児
保育事業において、対応可能な援助内容の限
界をもちつつも、他の保育サービスと連携し
て事業の課題に取り組んでいくことで、地域
において病児・病後児に対する新たなサポー
トの仕組みを生み出す可能性を持つと考えら
れる。

 （１） ファミリー・サポート・センター活動
概観

　まず活動内容の概観をすると、ファミサポ
事業のセンターごとの援助内容や運営方法に
関しては、各市区町村の方針や委託先の団体
の方針、地域における他の保育のサポート体
制等により異なり、多様である。財団法人女
性労働協会 ｢平成24年度全国ファミリー・サ
ポート・センター活動状況調査結果｣（以下、
｢平成24年度調査｣ という）をもとにファミ
サポ事業の現状を概観する36。ファミサポ事
業は市区町村が実施する事業であるが、運営
に関して、市区町村は民法第34条により設立
された公益法人又はそれに準ずる団体に委託
することができる。
　運営方法を見ると、市区町村の直営が
42.7％であり、市区町村からの委託が55.7％
となっている。直営よりも委託により運営さ
れているセンターのほうが多い。委託または
補助先の団体では、社会福祉協議会が48.1％
と最も多く、ＮＰＯ法人が34.7％、公益/一
般法人（財団法人、社団法人）が10.3％となっ
ているほか、民間企業（有限会社、株式会社
等）も0.6％存在する（表3－1）。
　こうして、ファミサポ事業が開始されて以
降、委託先としては ｢ＮＰＯ法人｣ の増加が
みられる。
　利用者数については37、全国で依頼会員・
提供会員・両方会員・実施箇所数としての基
本事業・病児・緊急対応強化事業は以下のと
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おりである。過去３年間の数値から依頼会員
に比べ、提供会員の少なさが目立つ（表3－2）。
　ファミサポ事業がどのような際に利用され
ているのか、上の表3－2でも病気・緊急対
応強化事業の実施市区町村数が示されてい
るが、表3－3で利用者数を見ると、「平成24
年度調査」の活動内容では、保育施設の保

育開始前や保育終了後の子どもの預かりが
21.1％と最も多く、次に保育施設までの送迎
21.0％、放課後児童クラブ終了後の子どもの
預かり12.8％、学校の放課後の学習塾等まで
の送迎10.3％が続いている。病児・病後児の
子ども預かりは8,000件余りで、0.6％となっ
ている。

表3－1　ファミリー・サポート事業の委託または補助先
社会福祉
協議会

公益/一般法人（財
団法人･社団法人）

NPO
法人

民間企業（有限会社
･株式会社等） その他 無回答 全	体

２０
年度

件数 127 24 65 2 23 1 242
％ 52.5 9.9 26.9 0.8 9.5 0.4 100.0

２２
年度

件数 140 29 79 2 22 0 272
％ 51.3 	10.6 29.3 0.7 8.1 0 100.0

２４
年度

件数 154 33 111 2 20 2 320
％ 48.1 10.3 34.7 0.6 6.3 0.6 100.0

注）	24年度の調査所によれば22年度の無回答の件数は2であり、また、24年度の全体の件数は322で全体の集
計値100.6％となるが、ここでは原文のままそれを記した。

出所：財団法人女性労働協会	平成20年度調査結果（2009）
http://www.jaaww.or.jp/about/pdf/document_pdf/h20_kinkyu_koukoku.pdf
出所：財団法人女性労働協会	平成22年度調査結果（2011）
http://www.jaaww.or.jp/about/pdf/document_pdf/h22_kinkyu_koukoku.pdf
出所：財団法人女性労働協会	平成24年度調査結果（2013）
http://www.jaaww.or.jp/about/pdf/document_pdf/h24_kinkyu_koukoku.pdf

表3－2　ファミリー・サポート事業の利用者数

依頼会員
2013年度　 466,287人
2012年度　 440,787人
2011年度　 383,321人

提供会員
2013年度　 123,173人
2012年度　 117,584人
2011年度　 129,744人

両方会員
2013年度　　43,595人
2012年度　　43,139人
2011年度　　42,585人

基本事業
2013年度実績　738市区町村
2012年度実績　699市区町村
2011年度実績　669市区町村

病児・緊急対応強化事業
2013年度実績 142市区町村
2012年度実績 129市区町村
2011年度実績 106市区町村

出所：厚生労働省「ファミリー・サポートセンター事業」より、筆者作成による
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 （２） ファミリー・サポート・センターによ
る病児・緊急対応強化事業

　次に、ファミサポが行っている病児・病後
児対応事業の詳細を見よう。ファミサポ事業
でも2009年度から、病児・緊急対応強化事業
として、病児・病後児を預かることができる
ようになった。病児・病後児預かりの状況
を ｢平成24年度調査｣ からみると、2009年か
ら開始された病児・緊急対応強化事業を実施
しているセンターは15.9％であり、病児・緊
急対応強化事業として申請していないが、以
前から病児・病後児の預かりを実施している
センターも18.2％存在する。また、病児・緊
急対応強化事業を実施していると回答したセ
ンターのうち、既存のファミリー・サポー
ト・センターが実施しているものは90.7％で
あり、社会福祉協議会、NPO法人等の民間
団体に委託して実施しているものが7.8％で
あった。
　病児・病後児預かりを実施しているセン
ターのうち、9.8％のセンターにおいては、
病児・病後児預かりを行う提供会員になるた
めの資格要件があると回答している。具体的

な資格としては、看護師が47.4％、保育士が
42.1％と多い。
　具体的な実施内容としては、たとえば長野
県安曇野市では、緊急サポートの協力会員が
保育園にお迎えに行き、さらに、お迎えの
後、医療機関に受診付き添いをすることもで
きる38としている。
　松澤高志氏（現在、安曇野市社会福祉協議
会すてっぷワークま・めぞん〔就労継続支援
Ｂ型事業所〕勤務）への電話インタビュー

（2014年12月10日13:30～13:45）によると、そ
れまでのファミサポ事業では、病児・病後児
に対する援助は原則的には対象とされていな
かったため、2005年緊急サポート事業（以下
緊サポ事業と略す）が開始された。この緊サ
ポ事業を安曇野市で運営していくための背景
としては、財団法人女性労働協会から、長野
県社会福祉協議会に打診があり、当時ファミ
サポ事業で該当する長野県内の市町村の中か
ら旧三郷村（現安曇野市）の三郷村社会福祉
協議会が運営している、ファミリー・サポー
ト・センターが緊サポ事業を実施することに
なった。

表3－3　ファミリー・サポート事業の利用者数
活　動　内　容 件数 ％

保育施設の保育開始前や保育終了後の子どもの預かり 307,369 21.1
保育施設までの送迎 305,361 21.0
放課後児童クラブ終了後の子どもの預かり 186,183 12.8
学校の放課後の子どもの預かり 127,201 8.7
冠婚葬祭や兄弟・姉妹の学校行事の際の子どもの預かり 21,065 1.4
買い物等外出の際の子どもの預かり 81,350 5.6
病児・病後児の子どもの預かり 8,022 0.6
保護者の就労（短期･臨時･求職活動等） 57,502 3.9
保護者の病気・産前･産後、休養等の場合の援助 27,218 1.9
障害を持つ子どもの預かり・送迎等 16,631 1.1
学校、幼稚園、保育所の休みの時の預かり、および活動 25,194 1.7
学校の放課後の学習塾等までの送迎 150,011 10.3
その他 136,743 9.4

合　　計 1,456,004 100.0
出所：財団法人女性労働協会平成24年度調査結果（2013）
http://www.jaaww.or.jp/about/pdf/document_pdf/h24_kinkyu_koukoku.pdf
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　この緊サポ事業を立ち上げについては同村
のファミサポ事業における運営委員会の性格
に注目せねばならない。もともと、旧三郷村
では運営委員会が子育て講習や様々なレクリ
エーションの機会を企画し、実施しながら会
員同士が顔を合わせる環境を作り、子どもの
預けやすい環境を作ってきた。そこで、いざ、
子どもを預かってほしい、保護者に代わって
子どもを受診してほしいといった状況の時に
使えるものがほしい、あの人なら預けてもい
いというような信頼関係や信頼する意識が生
まれてきた。こうして、緊サポ事業を立ち上
げることになると、こうした当事者である子
育て中の保護者も運営委員会に参加し、当事
者（サービスの提供を受ける自分）達が使い
やすい仕組みを作り上げていった。同市では
市からの委託を受けた市社会福祉協議会が緊
サポ事業の一つとして、事前に緊サポ事業の
サポーターとなるための講習会を終了したサ
ポーターを登録名簿に記載している。そのリ
ストに基づき、依頼内容に対して対応可能な
サポーターが派遣され活動している。これ
が、現在の安曇野市の事業となっても受け継
がれていると考えられる。このように、日常
的に当事者同士の顔合わせがあり、信頼関係
が構築されていることが、同市において急な
病気の子どもを保護者に代わって付き添い受
診したり預かり保育をすることが可能な緊サ
ポ事業が運営される礎になっていると考えら
れる。
　この他の事例としては、東京都新宿区では、
病状により利用できない場合もあるが、子ど
もが病気のとき、あるいは病気の回復期にあ
るときに子どもを預けることができるとして
おり、原則として利用会員宅で預かるように
している。ただし通常の利用会員とは別に病
児・病後児預かり利用会員としての登録を必
要としている39。

　また、広島市は、回復期にある医療機関に
て受診済みの病児を預かり、原則として受診
付き添いは行わない。また、病児・病後児の
宿泊を伴う援助活動は行わない。同サービス
には、通常の援助会員とは別に病児・病後児
援助会員があたることになっている40。
　このように、ファミサポ事業は緊急ファミ
サポ事業と合わせ、付き添い受診を行うとこ
ろ、行わないところ、といった違いがあり、
また一般に事前の登録を必要とする、という
特徴を持った事業となっている。

 （３） 地域協働による病児サポートネット
ワークの構築の一考察

　ファミサポ事業は各市区町村に広く行われ
ている事業であることから、そこにおける病
児サポート事業は大きな可能性を持ってい
る。そして、この事業を実施するためには、
地域の医療機関から活動の専門的な研修や助
言を受け、緊急時に診察・診療を依頼する等
の連携体制を整備することが必要となる。提
供会員（援助を行いたい会員）は病児・病後
児預かり活動にかかわる研修を受けることも
必要である。それは、提供会員と援助会員の
信頼関係につながることになる。
　しかし、利用する側にとっての大きな問題
は、この事業を利用する前後には、親は必ず
かかりつけ医を受診するという条件があるこ
とである。就労している親が困難を感ずるの
はこの点にある。配偶者や家族、親族による
受診がファミサポ事業による対応の前提と
なっているのである。このような状況をどの
ように解決していったらよいか。これは現在
の保育行政・保育体制における病児・病後児
保育の充実に向けた未解決の問題であるが、
次に示すような私的援助体制を構築すること
は、当面、その解決方法の一つとなりえるの
ではないかと思われる。これを本稿では仮に
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「地域協働による病児サポートシステム」と
呼ぶこととする。すなわち、「現在ある公的
な病児の保育制度の不備な点、すなわち、現
行のファミサポ事業では事前にかかりつけ医
の診察を受けていないと、保育中に体調不良
となった児童に対するサポートが受けられな
いという欠点を補うために、地域のボラン
ティアによって行われる、当該病児サポート
のための私的な援助体制」と定義される。
　次に、実際にあった事例を取り挙げ、この
システムについて検討しよう。
　山口県岩国市に就労する夫婦の子ども１歳

（Ｉちゃん）が病気になった。保育園で急な
発熱があり、保護者が保育園にお迎えに行く
ことになった。夫婦の片方がすぐに年休を取
得し、子どもの保育園に急行した。しかしそ
れがいつでも可能であるとはいえない状況に
あった。
　母親の90㎞離れた実家から祖母が来てくれ
る可能性はあるが、これも常に万全な状態で
はない。そこで、岩国市に照会すると市内で
実施されている病後児保育（乳幼児健康支援
一時預かり事業）があることが確認できた。
病気の回復期が対象であり、通院のサポート
はできないという条件であった。また、岩国
市内在住であることも条件であり、この家族
は隣の広島県Ａ市在住のため、そもそもこの
制度にあてはまらないことになった。この夫
婦のどちらかがすぐに、年休が取得できると
いう利点はあったが、３日以上の休暇の継続
は困難な状況であった。
　こうした、子どもが急な病気やけがで通常
の保育サービスが利用できなくなった場合の
現行の地域サポートシステムは、病児保育が
実施可能な保育施設、公的機関によるファミ
サポ事業、軽い症状であれば短時間であって
も保育サービスが利用可能な施設が身近にあ
ることが必要であり、また、そのようなサポー

ト事業を利用者に時間をかけずに紹介できる
窓口が必要である。
　しかし、第１節でみたように、このような
施設は必ずしも十分に存在するに至っていな
いのが現状である。上の岩国市の例もそのこ
とを示していよう。
　上の例の場合、筆者が相談を受けたので、
岩国市内の公立保育園の保育士Ａさんに相談
すると、岩国市のファミリー・サポート・セ
ンターの機能はこの面では不十分であるこ
と、家族や親せきが対応できない場合、近所
や知人に一時預かりを個人的にお願いするし
かないこと、しかし、市内にそのような社会
資源はないので、これに対応するには現時点
ではＩちゃんのために個人的にサポートメン
バーを募る必要があること、そのために以前
保育士をしていた人に声をかけ、サポート体
制を作ることが考えられること、が伝えられ
た。
　有志の関係者によってこの提案を実現する
こととなり、このような小規模な私的援助体
制を運営していくための規約が作られた。後
掲資料３－１がその規約である。発足の経緯・
目的・事業内容・料金・退会条件等をそこで
規定した。なお、利用が成立した際に利用者
とここでの保育者（シッター）双方でそれぞ
れ用意するものも規定した。シッター（預か
り保育者）には、自家用車での通院やお迎え
時や自宅での預かり中に思わぬ事故が発生す
ることが予想されるが、過失責任を原則とし
て問わないことを双方が了解した。
　後掲資料３－２は、生活状況調査票である。
お預かりするお子さんのこれまでの生育歴で
もあり、これによって現在の健康状況等をつ
かむことができる。
　資料３－３は、シッターさんの個人情報で
ある。この場合は３名の協力体制を組むこと
ができた。保育経験も記入してもらい、シッ
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ターさんの家族の状況次第では対応できない
場合もあることを周知した。
　後掲資料３－４は、契約書である。依頼者
１名と受託者３名がそれぞれこれを確認し
合った。資料４－５は、依頼者とシッターさ
んとの手順である。
　こうした援助体制がスタートしてから１年
が経過したが未だ一度も実際の利用はない。
しかし、保育士Ａさんが筆者に伝えてくれた
ようにこの体制ができたことで「お母さんの
不安が少しでもやわらいだ」こと、これがこ
の試みの一番の収穫であったといえよう。
　ファミサポ事業については前述のように、
多様な保育サービスで十分対応しきれない保
育ニーズに対応し、子育て支援の狭間を支え
る仕組みとしての役割を持つものであり、多
様な保育ニーズに地域住民による相互援助で
対応することを目的に設立されたものであ
る。病児保育の場面において大きな力を発揮
する可能性があるファミサポによる支援事業
の改善が望まれるが、それまでの間、また同
事業の改善によってもあるいは対応しきれな
い場合があることに備えるためにも、このよ
うな地域協働による病児サポートシステムと
しての私的な援助体制作りは、上の事例のよ
うに、現在の公的な病児保育制度の不備な点
を補う役割を果たしうると考えられる。
　しかし、これは、保育可能な人がたまたま
周囲にいて、そこで民間の自発的な体制作り
が可能な場合にのみ有効となるという偶然的
要素を多く含むものである。よって、もしこ
のような体制作りが資金面、情報面、人員面
等で公的に支援され、このような体制作りが
それによって促進されるならば、それは、現
在の病児・病後児保育事業では対応しきれて
いない上記の問題点に対して一定の解決策と
なりうるその一つのヒントが安曇野市の緊サ
ポ事業の事例にあると考えられる。前述のよ

うに同市社会福祉協議会は緊サポ事業の一つ
として、事前に緊サポ事業のサポーターを登
録名簿に記載し、要請に応じて派遣している。
このような方法が他地域においても可能であ
るか、また行政の支援を含め、どのようにし
たらこれを広めることができるかが検討され
るべきであろう。

〈結論〉
　本稿の考察を通じて明らかになったことは
次のとおりである。
１．病児・病後児保育施設には、
　１）	単独運営されている、病児・病後児保

育施設。
　２）	事業所内保育施設の一つの院内保育施

設として、病児・病後児保育に対応し
ている施設。

　３）	地域の小児科のような、医療機関に併
設して設置している施設。

　の３つの形態がある。
２	．病児・病後児保育の改善の方向としては、

まず、病児・病後児保育施設として機能し
ている院内保育所を、当該医院への就労者
のみならず、一般の母親のニーズにもでき
るだけ開放することが望まれる。その際、
公的な財政援助をさらに増やすことで、院
内保育所や他の形態の病児・病後児保育施
設を充実させることが必要である。

３	．病児保育施設の経営面では、収入面にお
いては感染性疾患の流行の有無が利用者数
に波をもたらすという不安定性が伴う。設
置に際しては隔離室や空調設備等の経費が
大きく、補助金の増加が求められる。厚生
労働省は補助金支給等を実施してはいる
が、経営面の諸問題に対して、現時点では
まだその解決策が十分に示されているとは
言えない。
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４	．施設型は訪問型と比べ採算性の点では負
担が大きいが、スタッフの質では優ってい
る。また、訪問型では近年、NPO法人に
よる共済型が始まっており、今後料金等が
どのように変化するかが注目される。

５	．身近な援助事業としてのファミサポ事業
は、病児・病後児保育において地域の人的
資源を使ったサポートの仕組みを作るとい
うすぐれた特徴を持っているが、緊急性を
ともなう体調不良児への対応の場面では、
事前受診を条件としているという点に利用
上の問題点がある。しかし、第３節（３）
で提示した地域協働による病児サポートシ
ステムは、事前にかかりつけ医に受診して
おかなくても、親に代わって子どもを受診
させることができ、場合によっては一時預

かりができるという利点がある。
６	．地域協働による病児サポートシステムと

しての私的な援助体制作りは、当面、上の
問題点に対応でき、現在ある公的な病児の
保育制度の不備な点を補う役割を果たすこ
とができよう。しかし、これは、支援可能
な人がたまたまそばにいることという偶然
的な要素を排除できないため、こうした民
間の自発的な体制作りが可能な場合にのみ
有効となるという制約を持つ。よって、こ
のような偶然性に依拠しない体制作りを進
める方法の一つとして、安曇野市社会福祉
協議会の緊サポ事業に見られるようなサ
ポーターを登録名簿に記載しておくという
方法を、ベビーアイ方式にも広げることが
考えられよう。

－122－

Journal of East Asian Studies



資料３－１
ベビーアイ（baby ai）規約

１．発足について
　この会は、Ｉちゃんの育児サポートをすることを目的に、ベビーアイ（baby	ai）と名づけ、平成２４年７
月２０日に発足し、平成３０年４月にＩちゃんが小学校の就学当日までの会です。
○発足過程　Ｉちゃんが元気に過ごせる日常は差し支えないですが、今後、登園した後に急な発熱・伝染性
疾患等で体調に異変が生じた時には、幼稚園からお母さんに早急なお迎えの依頼があると予想されます。そ
の際、ご両親ともにＩちゃんを早く幼稚園までお迎えに行きたいというお気持ちは多大ですが、勤務の関係
ですぐに対応できない状況が起こりかねません。そこで緊急時の対応にベビーアイ（baby	ai）が発足しました。
２．目的
　①	このベビーアイ（baby	ai）は、担当するシッターさんのご自宅でＩちゃんを保育する在宅保育を目的と

します。
　②営利事業を目的としません。
３．事業内容
　ベビーアイ（baby	ai）は、Ｉちゃんの在宅保育のためにＡさんとシッターさんへの情報提供をする事業です。
利用者の紹介
　	Ｉちゃん（現在１歳）は現在ご両親とＡ県Ｂ市に同居する女の子です。
　	ご両親ともにＣに教育職として勤務されており、Ⅰちゃんはご両親の勤務先に近いＤ幼稚園に平成２４年

４月から通園されています。
　○病歴　Ⅰちゃんは熱性痙攣をお持ちです。
４．役員について
　①会長はＥとする。
　②副会長はＦとする。　　　※何らかの事情による変更がある場合もある。
５．入会について
　①入会の申し込みは、別紙入会申込書を提出してください。
　②入会金・年会費等はありません。
６．契約書・確約書の確認
　ベビーアイ（baby	ai）を利用するにあたり、Ａさん・シッターさんの双方が契約書・確約書を署名・捺印
し、それぞれ保管してください。
７．終了について
　Ａさんから役員への事前通知を終了通告とし、その場合にはシッターさんにお知らせします。
　また、終了の意思表示がない場合は、平成３０年４月にⅠちゃんが小学校の就学当日まで自動更新します。
Ｉちゃんの小学校に就学当日をもって自動的に終了とします。
８．退会について
　シッターさんへの事前通知をもって退会の手続きを行います。また、退会の意思表示がない場合は、平成
３０年４月に愛ちゃんが小学校の就学当日まで自動更新していきます。
９．適応する保険について
　①	Ⅰちゃんに適用する保険は、Ａさんが加入されている郵便事業の新学資保険特約を利用します。
　②	郵便事業の新学資保険特約については物損補償が保険の対象範囲でありませんので、Ⅰちゃんが誤って

シッターさんの自宅の物品を破損した場合、シッターさんに損害を与えたと思われる時等は、シッター
さんからＡさんに実費請求をさせていただきます。保険内容についての変更があれば、その都度お知ら
せください。
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10．過失責任について
　①事故等があった場合、原則としてシッターさんの過失責任は問いません。
　②但し、事故等がシッターさんに重大な過失があった場合は、その限りではありません。
　③過失責任に疑義が生じた場合は、Ａさんとシッターさんの双方で直接協議してください。
　④事故等があっても、ベビーアイ（baby	ai）には一切の責任はありません。
11．依頼方法
　Ａさんが保育依頼をされる際は、ご自身でそれぞれのシッターさんに連絡し、ご依頼ださい。
保育依頼が成立した時には、Ａさん・シッターさんそれぞれからＥまでご一報ください。（保育士の観点か
ら色々なアドバイスをさせていただきたいと思います）
　また、シッターさん全員の都合がつかない場合にはご了承ください。
12．利用料金について
　①利用料金は双方で協議し、決定してください。
　②利用料金の参考として以下に記載します。
　③利用開始時間はＡさんから電話依頼があった時点からとします。
　（着信履歴により確認していきます）

《利用料金について》
　　①出張・研修・学園祭など I ちゃんの健康時に依頼を受けた場合－協議する
　　②発熱のため幼稚園にお迎え　→　自宅保育の場合
　　　　　※シッターさんの自宅にて座薬挿入後、安静に見守り保育をします。
　　　　　　　　　　　　　　１時間１２００円、以降３０分あたり６００円
　　③発熱のため幼稚園にお迎え
　　　　　　　　→　自宅保育　→　座薬挿入　→　熱性痙攣が起きた場合
　　　　　※利用者Ａさんにご連絡すると同時に救急車を呼び国立岩国医療センターまで同行、
　　　　　　ご両親がいらっしゃるまで I ちゃんのお傍に付き添います。
　　　　　　　　　　　　　　１時間２０００円、以降３０分あたり１０００円

　☆交通費・食事・入浴介助についてはシッターさんの意思決定を大切にし、別途請求はいたしません。
　☆	利用料金については、ご利用された時にＡさんとシッターさんで協議し、利用後に直ちに現金でお支払

いください。シッターさんは、Ａさんに必ず領収書をお渡し願います。
13．サービスの停止・中止について
　①	Ａさんが利用料金を１ヶ月以上滞納し、支払い督促に関わらず支払われない場合にはベビーアイ（baby	

ai）のサービスを停止します。
　②天変地異等のやむをえない理由により、サービスを一時的に休止させていただく場合もあります。

14．個人情報について
　守秘義務にのっとり、Ａさん並びにシッターさんの個人情報は、本規約の目的以外には、使用しないこと
を厳守いたします。

ベビーアイ（baby	ai）　問合せ先

自宅電話　（0827）00 － 1234　　　　　　　携帯電話　012345678
携帯アドレス　abcdefg@hijklmn.op.qrst

－124－

Journal of East Asian Studies



資料３－２
生活状況調査票について
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資料３－３
シッターさんの情報について

お名前（ふりがな）

ご住所（ふりがな）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（自宅電話）
（携帯電話）

保育士国家資格
　　あ　　り　　　　　　　　　　　な　　し

保育経験があれば教えてください
　　　　　　年　～　　　　年　　　　　　　　　　　　　　　　　　勤務
　　　　　　年　～　　　　年　　　　　　　　　　　　　　　　　　勤務
　　　　　　年　～　　　　年　　　　　　　　　　　　　　　　　　勤務

あなたの保育理念を教えてください

家族状況をできるかぎりご記入ください

自宅付近の図をご記入ください

☆　ありがとうございました（＾＾）♪
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資料３－４
契約書

Ⅰちゃんの育児サポートについて、ベビーアイ（baby	ai）規約を確認したうえで契約します。
平成　　　年　　　月　　　日

依頼者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

受託者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

確約書
①私は、ベビーアイ（baby	ai）規約を守ります。
②特に「保険について」「過失責任について」を十分確認しました。
③事故等があってもベビーアイ（baby	ai）には一切の責任を問いません。
④	シッターさんは、Ⅰちゃんの体調について十分理解し、緊急時にも適切なる判断のもとで責任をもって対

応します。

平成　　　年　	　月　	　日

依頼者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

受託者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
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資料４－５

Ａさんへ

①Ⅰちゃんの好きなおもちゃ
②紙おむつ
③着替え
④汚れた衣服を入れるビニール袋数枚
⑤布団
⑥連絡帳　・・・　この中に座薬等のお薬・保険証のコピー・投薬依頼表等を入れておいてください。
⑦チャイルドシート
以上の物品を常時車に積載しておいてください。

幼稚園からお迎えの依頼があった場合、シッターさん並びにＦまで電話依頼をされた後、シッターさんがＡ
さんにこれら①～⑦をあずかり、勤務先まで向かいますので、その際に必ずお渡しください。

シッターさんへ

Ａさんから連絡があった場合には

以上の①～⑦をあずかりに勤務先へ向かう
　　　　　　　　　　　↓
　　　Ｄ幼稚園にⅠちゃんをお迎えに行く
　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　　 自宅につれて帰る
　　　　　　　　　　　↓
　　　場合によっては病院へ（救急車等の利用あり）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　をお願いします。

　　　　　　　　　　　　　　尚、時間のあいた時で構いませんのでＦにもご一報ください。
　　　　　　　　　　　　　　お手伝いが必要なら帰宅後、駆けつけます。
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注）
１	 厚生労働省第27回社会保障審議会少子化対策特

別部会全国病児保育協議会配付資料「病児保育
事業の現状と課題」（平成21年9月30日）

	 　	http://www.mhlw.go.jp/shingi/2009/09/dl/s0	
930-9d_0001.pdf.（2014.10.1確認）

２	 小林久美子ほか（2007）｢小児外科医による深夜
帯小児救急外来の現状分析｣『日本小児外科学会
誌』,	（43）,	pp.678-682.

３	 内閣府（2009）男女共同参画局推進課『再チャ
レンジ事例報告書』,	p18.

４	 大木伸子（2003）「保育園児の病気時の保育の実
態と保護者の支援ニーズ」『小児保健研究』（62）
pp350-358.

５	 杉本弘子ほか（2006）｢病児保育の必要性と課題
－保護者へのアンケート調査より｣『小児保健研
究』（65）,	pp593-599.

６	 福山市（2009）｢福山市次世代育成支援に関する
ニーズ調査	調査結果報告書（概要版）5」．

	 　	http://www.city.fukuyama.hiroshima.jp/kos	
odateshien/eshien/keisaijyouhou/jisedai/	
jisedaishien2008/niizutyousagaiyouban2008.	
pdf.（2014.10.5確認）

７	 伊藤智子（2000）｢保育所に我が子を預ける保護
者の意識調査－子どもの病気と小児医療につい
て－｣『小児保健研究』（59）,	pp430-431.

８	 吉中里香ほか（2001）｢病児保育に関するアンケー
ト調査結果の検討」『九州大学医療技術短期大学
部紀要』（28），pp75-79.

９	 厚生労働省 ｢保育対策等促進事業の実施につい
て｣（雇児発0515第8号一部改正平成25年5月15日）

	 　	http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hwjido	
u/09/kekka2-1.html.（2014.10.5確認）

10	 病児保育施設とは、一般的に保育園に預けてい
る子どもが病気になった場合、保育園に通える
ように回復するまで、昼間に、保育・看護のた
めに病児を預かる施設として定義される。（吉中
里香ほか（2001）,	p75.）

11	 内閣府子ども・子育て支援新制度施行準備室 ｢
子ども・子育て支援新制度について｣ 平成26年
10月

	 　	http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/out	
line/pdf/setsumei.pdf.（2015.1.8確認）

	 　地域子ども・子育て支援事業の概要について
の項目で、ファミリー・サポート・センター事
業（子育て援助活動支援事業）を乳幼児や小学
生等の児童を有する子育て中の保護者を会員と
して、児童の預かり等の援助を受けることを希
望する者と当該援助を行うことを希望する者と

の相互援助活動に関する連絡、調整を行う事業
として位置づけている。

12	 伊藤智子（2000）,	前掲書,	pp424-425．
13	 内閣府 ｢子ども・子育て会議基準検討部会（第8

回）｣ 平成25年11月25日配付資料による
	 　	http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/m	

eeting/kodomo_kosodate/b_8/pdf/s2-2.pdf.
（2014.10.5確認）

14	 内閣府 ｢子ども・子育て会議基準検討部会（第8
回）」稲見委員提出資料配付資料による

	 　	http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/m	
eeting/kodomo_kosodate/b_8/pdf/ref1.pdf.

（2014.10.5確認）
15	 東京都保健福祉局平成25年度東京都病児・病後

児保育事業実施要綱
	 　	http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kod	

omo/hoiku/byoji_byogoji/byouji.files/byouji_
jisshiyoukou_H25.pdf.（2014.10.4確認）

	 　東京都の病児・病後児保育事業について、以
下のとおり示されている。児童が病中又は病気
の回復期にあって集団保育が困難な期間、保育
所・医療機関等に付設された専用スペース等に
おいて保育及び看護ケアを行うという保育サー
ビスです。対象となる児童の年齢や病状等の要
件は、区市や施設によって異なります。「子ども
が病気になった、でもどうしても仕事を休むこ
とができない！」そんなときに備えて、地域の
病児・病後児保育施設の情報を収集し、必要と
判断される場合は事前登録を行い、利用方法を
確認しておきましょう。としている。

	 　	http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/
kodomo/hoiku/byoji_byogoji/byouji.html

	 　（2014.10.4確認）
16	 東京都保健福祉局東京都病児・病後児保育施設

一覧表（H26.1.1現在）による。
	 　	http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/

kodomo/hoiku/byoji_byogoji/byouji.html.
	 　（2014.10.4確認）
17	 東京都新宿区病児・病後児保育のご案内
	 　	http://www.city.shinjuku.lg.jp/kodomo/hoiku	

02_001005.html（2014.10.4確認）
18	 東京都板橋区子ども家庭部保育サービス課病児・

病後児保育お迎えサービス付き病児保育の利用
要件

	 　	http://www.city.itabashi.tokyo.jp/c_kurashi/	
019/019346.html（2014.10.4確認）

19	 青梅市病後児保育事業実施要綱
	 　	http://www.city.ome.tokyo.jp/d1w_reiki/4139	

1950040100000003/41391950040100000003/413
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91950040100000003.html（2014.10.4確認）
20	 青梅市体調不良児対応型保育事業補助金交付要

綱
	 　	http://www.city.ome.tokyo.jp/d1w_reiki/4219	

1950111700000002/42191950111700000002/421
91950111700000002.html（2014.10.4確認）

21	 東京都足立区病児保育（在宅型）利用料金の助
成について

	 　	http://www.city.adachi.tokyo.jp/genki/k-kyoi	
ku/kosodate/ichiji-yamaiji.html（2014.10.4確
認）

22	 東京都中野区ファミリー・サポート・センター
事業

	 　	http://www.city.tokyo-nakano.lg.jp/dept/2429	
00/d010332.html（2014.10.4確認）

23	 滋賀県彦根市病児・病後児保育施設整備費等補
助金交付要綱

	 　	http://www.city.hikone.shiga.jp/reiki_int/act/
frame/frame110001681.htm（2014.10.4確認）

24	 各自治体における補助制度の活用とともに、お
迎えサービスなどの子どもの支援に関しては、
担当する人々の研修や養成システムも人材確保
の大切な課題である。

25	 日本赤十字社富山県支部富山県立乳児院病児・
病後児保育 ｢おひさま｣

	 　	http://www.toyama-nyujiin.jp/day_service.
html（2014.10.4確認）

26	 香川県さぬき市病児・病後児保育利用について
	 　	http://www.city.sanuki.kagawa.jp/life/childca	

re/convalescence（2014.10.4確認）
27	 三豊総合病院企業団病児・病後児保育室わたっ

子保育園
	 　	http://mitoyo-hosp.jp/facility04.html（2014.	

10.4確認）
28	 新潟市民病院病児保育室について
	 　	http://www.hosp.niigata.niigata.jp/little_sw	

an/index.html（2014.10.4確認）
29	 山口県立総合医療センター概要・沿革について
	 　	http://www.ymghp.jp/p3-hospital-info/index.

html（2014.10.4確認）
	 　なお、上述の山口県立総合医療センターが、

かかりつけ医として紹介している内科小児科の
中に、山口市の野瀬内科小児科がある。小児科
を含む総合的な医療機関であり、同一敷地内に
のせ・おおうち病児保育所を併設して、就労中
の親が安心し、信頼できる質の高い病児保育を
目標にしている。（朝日新聞山口版2014年5月
25日。）筆者は同年6月19日に山口総局に問い合
わせたところ、この記事を担当した記者は、県
内の病児・病後児保育施設の総数は、山口県健

康福祉部子ども支援課や宇部市のすくすくハウ
スの鈴木医師からの聞き取りや、他の取材で訪
問した際市町で見た施設を紹介したとのことで
あった。

30	 注（13）稲見氏の提出資料を参照。
31	 同上
32	 内閣府 ｢子ども・子育て会議基準検討部会（第8

回）｣ 平成25年11月25日配付資料による
	 　	http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/

meeting/kodomo_kosodate/b_8/pdf/s2-2.pdf	
（2014.10.4確認）

33	 特定ＮＰＯ法人フローレンスの病児保育の特徴
	 　	http://www.florence.or.jp/user/feature/
	 　（2014.10.4確認）
	 　内閣府の内閣府ＮＰＯのホームページで、認

定特定ＮＰＯ法人について説明がされている。
	 　	https://www.npo-homepage.go.jp/about/npo.

html#npo2（2014.10.4確認）
	 　「ＮＰＯ」とは「Non	Profit	Organization」又

は「Not	for	Profit	Organization」の略称で、様々
な社会貢献活動を行い、団体の構成員に対し収
益を分配することを目的としない団体の総称。

			　　このうち、特定非営利活動促進法に基づき
法人格を取得した法人を、｢特定非営利活動法人」
という。

34	 兄弟という表示は、特定ＮＰＯ法人フローレン
スの事業展開で表示使用されているため使用し
た。

35	 認定ＮＰＯ法人のゆりかごネットワーク病児・
病後児保育の特徴

	 　	http://yurikagonetwork.com/01byoujihoiku/
index.html（2014.10.4確認）

	 　内閣府の内閣府ＮＰＯのホームページで、認
定ＮＰＯ法人について説明がされている。

	 　	https://www.npo-homepage.go.jp/about/npo.
html#npo2（2014.10.4確認）

	 　ＮＰＯ法人のうち、一定の基準を満たすもの
として所轄庁の認定を受けた法人は認定ＮＰＯ
法人となり、認定ＮＰＯ法人になると、税制上
の優遇措置を受けることができる。認定ＮＰＯ
法人制度については、認定基準の緩和等により、
ＮＰＯ法人を設立してから１年間が経過した後、
実績判定期間（直前の２事業年度）において、
一定の基準を満たすものとして所轄庁の認定を
受ける必要がある。

36	 ファミサポ事業は長年にわたり継続され全国的
に展開されている一方、これに関する調査研究
は決して活発ではないが、運営支援を担ってい
る財団法人女性労働協会が定期的に活動状況調
査を実施している。平成14年度から、財団法人
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女性労働協会が定期的に、ファミリー・サポート・
センターの活	動状況の調査を実施している。17
年度、20年度、22年度、24年度の調査結果を公
表しているが、特に下記の年度の調査結果を使
用する。

	 　平成24年度全国ファミリー・サポート・セン
ター活動実態調査結果

	 　	http://www.jaaww.or.jp/about/pdf/document	
_pdf/h24_kinkyu_koukoku.pdf（2014.9.1確認）

37	 厚生労働省「ファミリー・サポート・センター
事業について」

	 　	http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/
ikuji-kaigo01/	（2014.9.1確認）

	 　この事業は、平成17年度から次世代育成支援
対策交付金、平成23年度から ｢子育て支援交付
金」、平成24年度補正予算により ｢安心こども基
金」へ移行し、平成26年度は ｢保育緊急確保事
業｣ として実施されている。

38	 長野県安曇野市ファミリー・サポート・センター
	 　http://azuminoshakyo.jp/index.php?id=92	
	 　（2014.9.1確認）
39	 東京都新宿区ファミリー・サポート・センター
	 　	http://www.city.sinjyuku.lg.jp/kodomo/file03	

_02_00003.html（2014.9.1確認）
40	 広島市ファミリー・サポート・センター
	 　	http://www.city.hiroshima.lg.jp/www/contn

ts/0000000000000/118001127735/index.html
（2014.9.1確認）
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